
　政府は５月１７日、東日本大震災からの復興と、経
済の停滞など震災以前から直面していた課題を乗り
越え日本再生を目指す政策を定めたとする「政策推
進指針」を閣議決定した。時間軸を「当面」「短期
（今後３年程度）」「中長期」と３分割し、短期に取り
組む政策に社会保障・税一体改革の実行や復興財源
の確保などを提示。与謝野馨社会保障・税一体改革
担当相は閣議後会見で「この閣議決定で、復興財源
の確保と、社会保障・税一体改革、財政健全戦略を
一体的に検討することが必要と合意された」と述べ
た。
　一方、環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）に
ついては「協定交渉参加の判断時期を総合的に検討
する」という表現にとどめている。今後は、同指針
に従い各政策分野の取り組みを進め、６月にも政策
推進の全体像を取りまとめて公表するとしている。
　また、６月２日の「社会保障改革に関する集中検
討会議」では、社会保障改革案として２０２５年度の医
療提供体制を完成形とする医療・介護サービスの改
革シナリオをまとめた。急性期医療をはじめ長期療
養・精神医療への医療資源の集中投入や在宅医療・
介護の推進などにより機能強化や効率化・重点化を
進め、１１年度現在１６６万床ある入院病床（有床診療所
を含む）を１５９万床に再編する。また、一般病床は

「高度急性期」「一般急性期」「亜急性期等」に再編成
し、「地域一般病床」を創設する考えも示した。

今後３年で社会保障・税一体改革を実行／政
府の政策推進指針
　政府は５月１７日、東日本大震災からの復興と、経
済の停滞など震災以前から直面していた課題を乗り
越え日本再生を目指す政策を定めた「政策推進指針」
を閣議決定した。時間軸を「当面」「短期（今後３年
程度）」「中長期」と３分割し、短期に取り組む政策
に社会保障・税一体改革の実行や復興財源の確保な
どを提示。与謝野馨社会保障・税一体改革担当相は
閣議後会見で「この閣議決定で、復興財源の確保と、
社会保障・税一体改革、財政健全戦略を一体的に検
討することが必要と合意された」と述べた。
　同指針は、与謝野担当相と玄葉光一郎国家戦略担
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今月の主な動き

※太字は一般参加の行事、詳細は後掲５４～５５ページ
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※「ルームＡ、Ｂ、Ｃ」、「応接室」及び「アミス」は京都府保険医協会事務所内の会議室の名称です。

場　　所開始時間行　　　事
ルームＡ午後２時保険審査通信検討委員会１日金

午後２時各部会５日火
ルームＡ午後２時定例理事会１２日火
ルームＣ午後２時医院・住宅新（改）築相談室１３日水
ルームＣ午後１時ファイナンシャル相談室

２１日木 応接室午後２時法律相談室
ルームＢ午後２時雇用管理相談室
ルームＢ午後２時手話サークル２２日金
ルームＡ～Ｃ午後３時第６４１回社会保険研究会

２３日土
からすま京都ホテル午後５時金融共済委員会
ルームＡ午後２時定例理事会２６日火
アミス午後２時経営相談室２７日水
ホテルグランヴィア京都午後１時第６４回定期総会３１日日

7
月
の
保
険
医
協
会
の
行
事
予
定



当相がまとめた。財政・社会保障の持続可能性の確
保を「従前からの大きな課題」と位置付け、今後３
年程度で社会保障・税の一体改革を実行に移す。中
長期では同改革を継続することで、財政・社会保障
の持続可能性を確固たるものとする。そのために、
６月末までに一体改革の成案を得るほか、２０１０年閣
議決定した中期財政フレームを６月ごろに改訂し、
経済成長、社会保障改革と一体的に財政健全化を推
進する。政府の「新成長戦略実現会議」は５月から
再開。日本の再生は「財政・社会保障の持続可能性
確保」と「新たな成長へ向けた国家戦略の再設計・
再強化」の２本柱で実現する。
　一方、環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）に
ついては「協定交渉参加の判断時期を総合的に検討
する」という表現にとどめている。
　今後は、同指針に従い各政策分野の取り組みを進
め、６月にも政策推進の全体像を取りまとめて公表
する。（５/１８MEDIFAXより）

改革シナリオ「地域一般病床」創設へ／政府
の社会保障改革案
　政府の「社会保障改革に関する集中検討会議」（議
長＝菅直人首相）は６月２日、社会保障改革案とし
て２０２５年度の医療提供体制を完成形とする医療・介
護サービスの改革シナリオをまとめた。急性期医療
をはじめ長期療養・精神医療への医療資源の集中投
入や在宅医療・介護の推進などにより機能強化や効
率化・重点化を進め、１１年度現在１６６万床ある入院病
床（有床診療所を含む）を１５９万床に再編する考えだ。
一般病床は「高度急性期」「一般急性期」「亜急性期
等」に再編成し、「地域一般病床」を創設する考えも
示した。
　改革推進のため１５年までに８７００億円程度の公費を
投入し、一方で平均在院日数の短縮により４３００億円
程度を捻出する。それに向けて診療報酬・介護報酬
の体系的な見直しを行い、一括的な法整備を目指し
て１２年をめどに法案提出を想定している。
　一般病床の２割程度を想定する高度急性期には、
医療資源を集中投入して職員を２倍程度、単価（入
院１日当たり費用など）を約１.９倍とし、平均在院日
数を２割程度短縮（１５－１６日程度）する。一般病床
の５割程度を見込む一般急性期では職員を６割程度
増、単価約１.５倍とし、平均在院日数は３３％程度短縮
（９日程度）とする。一般病床の３割程度を見込む
「亜急性期・回復期リハビリテーション等」はコメデ

ィカルを中心に職員を３割程度増やし、単価も約
１５％増とし、平均在院日数は２割程度短縮（６０日程
度）を想定する。地域に密着した病院については、
高度急性期・一般急性期・亜急性期・回復期リハビ
リなどの機能を併せ持つ「地域一般病床」の概念も
示した。
　慢性期医療を担う「長期療養」では現在の医療区
分２・３を医療とする考えで、コメディカルを中心
に職員を１割程度増やし、単価も５％程度引き上げ
る。長期療養では在宅医療の推進・機能強化により、
平均在院日数を１割程度短縮（１３５日程度）する。
「精神」についてはコメディカルを中心に職員を３割
程度増やし、単価を１５％程度引き上げる。同時に、
アウトリーチ（訪問支援）などの推進で平均在院日
数の１割程度短縮（２７０日程度）や入院の２割程度減
少を達成する考えだ。
　その結果、１１年度現在で１０７万床ある一般病床につ
いて、現状のまま推移した場合に２５年度に１２９万床に
なるところを、高度急性期１８万床、一般急性期３５万
床、亜急性期・回復期リハビリ等２６万床、地域一般
病床２４万床の合計１０３万床に再編する。
　長期療養は１１年度２３万床が現状のままなら３４万床
まで増えるところを２８万床に、精神は１１年度３５万床
が３７万床となるところを２７万床に再編する。
（６/３MEDIFAXより）

医療・介護で１.６兆円公費を追加／政府の社会
保障改革案
　政府の「社会保障改革に関する集中検討会議」は
６月２日、医療・介護サービスなどのあるべき姿を
描いた社会保障改革案をまとめた。２０１５年度段階で、
年金などを含む改革全体を通じた社会保障の充実で
約３.８兆円の公費追加が必要と試算する一方、重点
化・効率化で最大約１.２兆円の削減を見込んでおり、
差し引きの公費追加は約２.７兆円となった。このうち
医療・介護の追加分は最大で約１.６兆円弱。財源捻出
のため、消費税率を１５年度までに段階的に１０％まで
引き上げることを明記した。消費税は社会保障の目
的税とすることを法律上も会計上も明確にし、年金、
医療、介護、少子化対策の「社会保障４経費」に使
用することを打ち出している。
　医療・介護分野は「サービス提供体制の改革」と「保
険者機能の強化による医療・介護保険制度の改革」
が柱。提供体制では、病院・病床機能の分化や在宅
医療の充実、地域包括ケアシステムの構築、重点化
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に伴うマンパワー増強などに取り組む。効率化では、
平均在院日数の減少や外来受診の適正化、介護予防・
重度化予防などを掲げた。
　保険者機能の強化には、短時間労働者に被用者保
険の適用拡大を図ることなどを盛り込んだ。長期高
額医療に対応できるよう、高額療養費も見直す。高
額療養費の見直しに必要な財源は最大で約１３００億円
と想定しており、これは初診・再診時に患者が一定
額を負担する「受診時定額負担」などで賄う。負担
額は１００円を例示した。制度設計は固まっていない
が、３割負担の被保険者の医療費が１０００円の場合、
３００円＋１００円＝４００円を患者が負担し、保険給付が
６００円になる形を想定している。自己負担に上限を設
ける「総合合算制度」については、必要な財源を最
大約０.４兆円と試算した。
　一方、７０－７４歳の窓口負担を２割に引き上げるこ
とや、高齢者医療費支援金の総報酬割導入、後発医
薬品のさらなる使用促進などで効率化にも取り組
む。
●１５年度に財政健全化達成
　今回の社会保障改革は、財源確保と財政健全化の
同時達成を命題としている。このため消費税５％の
引き上げ分は、制度改革に伴う支出増と税率引き上
げに伴う支出増に１％ずつを充て、高齢化の進行に
伴う社会保障費増や、年金の安定財源、赤字国債な
どで対応している現状機能の維持に１％ずつ、計
３％を投入する。この３％分が国と地方のプライマ
リーバランス改善に寄与することで、財政赤字のＧ
ＤＰ比を１５年度までに半減する財政健全化目標の達
成が見込まれるとした。
　政府は今後、６月２０日前後の成案決定を目指し、
政府・与党の社会保障改革検討本部の幹部で構成す
る「成案決定会合（仮称）」や、政府税制調査会、民
主党の「社会保障と税の抜本改革調査会」、集中検討
会議で議論を進める。（６/３MEDIFAXより）

成案決定会合の設置を正式決定／社会保障改
革検討本部
　政府・与党の社会保障改革検討本部は６月３日の
会合で、社会保障と税の一体改革成案を作成するた
め、関係閣僚と与党責任者の若干名で構成する「成
案決定会合」の設置を決めた。６月２０日前後の成案
策定に向け、今週から会合を開く。
　人選は、検討本部長の菅直人首相と、枝野幸男官
房長官に一任。政府税制調査会や、民主党の社会保
障と税の抜本改革調査会、有識者委員主体の集中検
討会議の議論と連携しつつ成案をまとめる。
　会合後に記者会見した与謝野馨社会保障・税一体
改革担当相によると検討本部の議論では、民主党筆
頭副幹事長の長妻昭氏が「次の総選挙は増税を掲げ
て勝つことが大事。選挙の前に消費税を上げること
がないように」と指摘。与謝野担当相は「２０１１年度
中に法的整備をすることと、増税は選挙後にすると
いう民主党の公約について、（集中検討会議の）報告
書は両方をきちんと考えている」と答えたという。
　与謝野担当相はまた、地方自治体の声を反映させ
るため、法制化された「国と地方の協議の場」を６
月１３日に開くと会見で説明。「これだけでは不十分。
政治家だけでなく、総務省、厚生労働省、財務省の
詳しい人が集まり問題点を摘出する議論も必要」と
した。（６/６MEDIFAXより）

一体改革成案へ税制議論開始／政府税調
　政府の税制調査会（会長＝野田佳彦財務相）は６
月７日、社会保障と税の一体改革の成案策定へ向け
税制改正議論を開始した。改革案で示された消費税
率引き上げによる安定財源確保策についてと、所得
税や資産税など基幹的な税目の抜本改革の方向付け
を主な議題とし、集中的に審議する。一体改革の成
案が完成する予定の６月２０日までに、税調としての
意見集約を目指す。
　政府の集中検討会議が６月２日にまとめた社会保
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【５月】◆炉心の大半が溶融と発表・東京電力（１２日）◆国会へ復興法案を提出・政府（１３日）◆浜岡停止６６％評価・全国電話世論調査
（１４、１５日）◆政府、TPP参加先送り（１７日）◆日中韓首脳会談、風評被害防止で合意（２２日）◆みずほ銀頭取、システム障害で引責辞任
（２３日）◆布川事件で再審無罪（２４日）◆復興特区創設へ・政府（２９日）◆起立斉唱命令は合憲、最高裁判決（３０日）
【６月】◆自公、不信任案提出（１日）◆菅首相、退陣意向表明（２日）◆消費税１０％を明記・集中検討会議（２日）◆不信任案否決・衆院
本会議（２日）◆ドイツで２０２２年原発全廃を閣議決定（６日）◆古川さん宇宙へ打ち上げ成功（９日）◆ハッカー集団、逮捕に報復予告・
ソニー個人情報流出問題（１１日）◆パキスタン連続爆弾テロで３４人死亡（１２日）◆原発作業員新たに６人、被曝限度越え（１３日）

（２０１１年５月１２日～６月１３日） 



障改革案に関する質疑が中心となった。消費税率を
２０１５年度までに段階的に１０％まで引き上げることに
関する指摘が多く「それが前提の議論なのか」など
の質問が出た。五十嵐文彦財務副大臣は「１０％あり
きとは思っていない」とする一方、「集中検討会議が
出した案については真摯に検討すべき」と応じた。
　また、片山善博総務相は改革案について「地方自
治体の意見をほとんど聞いていない」とし、「これか
ら聞くことにはなったが、そういうプロセスを踏ま
ないといけない。すぐに６月２０日までなどと期限を
区切って進めるが、大事な問題を抜きに進めても世
間に出たらはじけてしまう」と苦言を呈した。
（６/８MEDIFAXより）

消費税「一度に５％はショック大」／内閣府
報告書、保険免責も
　内閣府は５月３０日に開かれた政府の「社会保障改
革に関する集中検討会議」に、消費税増税の際の論
点を研究した報告書を提出した。消費税の逆進性や、
マクロ経済に与える影響をまとめたもので、増税の
際は「段階的な引き上げ方が望ましい」と記載。引
き上げ幅や時期については明記していないが、「一度
に５％も引き上げるとショックが大きい」と書き込
んだ。消費税増税分を社会保障に充てる場合の経済
効果については「小さくない」とする一方、現行の
社会保障制度は「大胆な見直しが不可欠」とし、具
体策として、少額の医療費を医療保険の対象から外
す保険免責制の導入を例示した。
　報告書は、集中検討会議の議論の参考にするため、
与謝野馨社会保障・税一体改革担当相がまとめるよ
う指示していた。「社会保障・税一体改革の論点に関
する研究報告書」と題している。取りまとめの中心
を務めたのは、同検討会議の吉川洋幹事委員と、東
京大の井堀利宏教授で、有識者からのヒアリングな
ども行った。
　報告書では消費税の逆進性の問題について「生涯
所得で見た場合は縮小する」「生涯所得では比例税に
なる」などの研究結果を引用。逆進性の緩和策とし
ての軽減税率導入については「効果が小さい」とし
ている。消費税増税分を社会保障に充てた場合の経
済効果に関しては「払った税金が受益として返って
くることを実感できれば、制度に対する将来不安が
払拭され、経済に与える影響は小さくない」と説明。
ただし、社会保障の機能強化と制度の持続性に確信
が持てるような見直しが必要と考察している。

　引き上げ方については、大幅に行うと経済の変動
を増幅する恐れがあるため段階的に行うべきと指
摘。経済への影響だけでなく、財政面の見通しや徴
税コストなど、実務上の問題も踏まえて検討すべき
と記載した。
　財務省も消費税に関する資料を集中検討会議に提
出した。消費税の段階的引き上げに関する実務上の
論点をまとめている。軽減税率については「単一税
率と比べ税減収をもたらす」「高額所得者にも効果が
あり逆進性対策の観点から効率的ではない」「逆進性
対策には、低所得者向けの給付措置など、より有効
な方策が考えられる」「事業者の事務負担などが増加
する」などを理由に「単一税率が望ましい」と否定
的だ。
　内閣官房が前回の集中検討会議に示した試算で
は、社会保障改革や消費税増をしなかった場合、高
齢者の医療、介護、年金に必要な社会保障給付費の
公費負担と消費税収の差額が、２０１５年度に１４兆円、
２０年度に１８兆円に達する。提出された資料は、こう
した状況を踏まえ消費税を増税するための、本格的
議論に先立つ論点整理の意味合いもある。
（５/３１MEDIFAXより）

予防接種施行令の一部改正を閣議決定／震災
対応で特例措置
　政府は５月１７日、予防接種法施行令の一部を改正
する政令を閣議決定した。施行令は公布日施行とな
るが、東日本大震災に伴い定期予防接種の対象年齢
を過ぎてしまった人を８月３１日まで定期予防接種の
対象者とする特例措置の規定は３月１１日にさかのぼ
って適用する。
　一部改正では、麻しん、風しん、日本脳炎につい
て、発生とまん延を予防するために▽２０１１年度の麻
しん・風しんの定期予防接種の対象者へ高校２年生
相当を含める▽日本脳炎について０５－０９年度の積極
的勧奨の差し控えによって接種機会を逃し、定期予
防接種の対象に該当しない７歳６カ月以上９歳未
満、１３歳以上２０歳未満を定期予防接種の対象者とす
る―こととして、定期の予防接種対象者を拡大する。
（５/１８MEDIFAXより）

消費税「引き上げありき」に異論／民主・調
査会
　民主党の「社会保障と税の抜本改革調査会」（会長
＝仙谷由人・党代表代行）は５月３１日の会合で、前
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日に開かれた政府の「社会保障改革に関する集中検
討会議」の内容について内閣官房などから報告を受
け、議論した。内閣府と財務省が集中検討会議に提
出した消費税引き上げに関する資料について「最初
から（財源として）消費税ありきではないはず。シ
ナリオができすぎている」など、複数の議員から
「消費税引き上げありき」という論調に対する異論が
出た。
　内閣府と財務省の報告書は消費増税の際の論点を
記載したもので、「増税の際は段階的な引き上げ方が
望ましい」「軽減税率の効果は小さい」などと記載し
ており、増税に向けた地ならし的な意味合いを持っ
ている。こうした内容について「逆進性がない、軽
減税率に効果がないなどとし、消費税を上げるとい
う結論を導いている」「消費者が選択できるような軽
減税率はあってしかるべき」といった反論が参加議
員の間から出た。「（増税するなら）痛みを分かち合
うというのではなく、将来の不安を払拭するための
財源が消費税だと打ち出さねばいけない」という意
見もあった。
　一方で仙谷会長は「どこかで安定的な財源をつく
らないといけないのは間違いない。そういう前提で
議論をしてほしい」と求めた。（６/１MEDIFAXより）

総合特区法案、衆院可決
　特定地域に対して税制・財政上の支援措置などを
加えた規制・制度改革を図る総合特別区域法案が５
月１７日、衆院本会議で共産、社民両党を除く賛成多
数で可決された。
　総合特区には「国際戦略総合特区」と「地域活性
化総合特区」があり、いずれかに指定された地域で
は、工業地域に病院を建てることが可能になる。地
域活性化総合特区に指定された地域では、特別養護
老人ホームの数が不足している場合、ＰＦＩ（民間
資金を活用した公共施設などの整備）方式で民間事
業者が特養を設置できるようになる。
（５/１８MEDIFAXより）

電子レセで医療扶助分析／集中検討会議への
厚労省案
　厚生労働省は５月２３日、「貧困・格差対策」「低所
得者対策」についての改革案を政府の「社会保障改
革に関する集中検討会議」に提出し、生活保護制度
について電子レセプトを活用した医療扶助分析やレ
セプト点検などの導入や、低所得者への対策として

「総合合算制度」を導入する方向性を示した。
　貧困・格差への改革案では、求職者支援制度・総
合支援資金貸付制度などの導入によるセーフティネ
ットの多層化を推進するとともに、最後のセーフテ
ィネットである「生活保護制度」について生活保護
法の改正を含めた改革を進める考えだ。
　中でも生活保護費負担金の４８.３％を占める医療扶
助については、２０１１年度から本格運用となる電子レ
セプトを活用し、医療扶助の内容分析やレセプト点
検の強化を図るとともに、▽生活保護受給者への請
求が突出している医療機関への重点的監査・指導▽
向精神薬の大量入手などの不適切な受診行動が見ら
れる受給者への受診指導▽後発品の利用促進─を行
う考えだ。いわゆる貧困ビジネスを排除する仕組み
についても併せて導入したい考えだ。
　生活保護制度とは別に、低所得者対策として世帯
単位による自己負担額の「総合合算制度（仮称）」の
概略も示した。１５年以降に整備する「社会保障・税
に関わる番号制度」導入によって世帯の自己負担状
況を把握することが前提。医療保険・介護保険・後
期高齢者医療・障害者自立支援・保育新システムの
各制度の自己負担額の総額について、低所得者世帯
では年収の一定割合が上限額となる。不足分は総合
合算制度のための基金から総合合算給付費（仮称）
として各事業者に支払う仕組みだ。
　低所得者対策では、高額療養費制度の見直しや国
民健康保険・介護保険での対策強化、非正規労働者
への厚生年金・健康保険の適用拡大を併せて行う。
　第８回社会保障改革に関する集中検討会議／内閣
府／２０１１,０５,２３／９９P（５/２４MEDIFAXより）

社会保障の手続きを詳細分析／番号制度で厚
労省
　厚生労働省は５月２３日、内閣官房による社会保障・
税番号要綱に関する自治体担当課長向けの説明会
で、厚労省が事務を担当する「社会保障分野サブワ
ーキンググループ」の検討状況を報告した。社会保
障分野の各手続きにどのような情報を利用している
か分析し、情報の取り扱いにどのような配慮が必要
かについて個別に評価しているとした。
　地方団体が寄せた提言をまとめた上で、１００種類ほ
どの手続きについて必要な情報などを分析している
とした。例えば、児童扶養手当の認定手続きに必要
な医師の診断書など、現行の仕組みでは書面ベース
で扱っている情報について、診断書上のどの情報が
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必要かなど実際に利用する情報を個々に分析してい
るとした。（５/２４MEDIFAXより）

原発作業員の健康管理で対策推進室／厚労省
　政府の原子力災害対策本部による「原子力被災者
への対応に関する当面の取組方針」の決定を受けて、
厚生労働省は５月２０日、「福島第一原発作業員健康管
理等対策推進室」を設置した。
　室長には厚労省労働基準局安全衛生部長が就き、
技術系放射線関係業務経験者など５人の専任室員や
併任室員を含め２０人程度で構成する。この他、現地
対応の体制整備のため、福島労働局内に同室福島支
部を設置し▽作業員の被ばく線量管理、臨時の健康
診断の実施の徹底▽一定の緊急作業に係る作業届の
確認▽長期的に被ばく線量などを追跡できるデータ
ベースの構築による長期的な健康管理の実施―につ
いて、東京電力などとの連絡調整を図りながら、現
地の状況を把握しつつ対策を推進していく。
（５/２３MEDIFAXより）

厚労省、災害医療検討会を設置へ／拠点病院
の在り方など課題
　厚生労働省は５月２３日、東日本大震災を受け、災
害医療体制の充実を図るため、災害医療の在り方に
関する検討会を新たに設置し、年内をめどに検討結
果を取りまとめる考えを明らかにした。震災対応で
見送られていた「医療計画の見直し等に関する検討
会」（座長＝武藤正樹・国際医療福祉大大学院教授）の
会合が開かれ、医政局指導課の宮本哲也救急・周産
期医療等対策室長が検討会の設置を明言した。初会
合は２０１１年夏にも開く見通し。
　宮本室長は今回の震災について▽地震より津波の
影響が大きい▽阪神・淡路大震災よりも死亡者の割
合が高く、負傷者が低い▽避難所生活の長期化に伴
う慢性疾患患者の医療ニーズが多数発生した－など
の特徴を示した。その上で、発災直後からＤＭＡＴ
や医療関係団体などの医師派遣で対応したものの、
被災地での今後の医師確保や医療機関間の連携が課
題との見方を示した。
　被災地の医療機関では道路網の損傷やガソリン不
足から、職員の出勤や患者搬送、物資搬送が困難に
なったほか、多くの医療機関で通信手段の途絶や停
電、断水などのインフラ機能が停止した。宮本室長
は災害拠点病院にも被害が発生したと説明した上で
「今後、拠点となる医療機関などが有すべき機能はど

のようなものであるべきかが課題だ」と述べた。
　災害拠点病院には、各都道府県に１カ所設置する
「基幹災害拠点病院」と、２次医療圏に１カ所設置す
る「地域災害拠点病院」があり、２０１１年１月現在で
国の設置方針を上回る６０９病院が指定を受けている。
（５/２４MEDIFAXより）

イレッサ声明文案提供で局長ら訓告処分／厚
労省
　肺がん治療薬イレッサの訴訟をめぐり、厚生労働
省が東京・大阪両地裁の和解勧告に疑念を示す声明
文案を日本医学会などに提供していた問題で、厚労
省は５月２４日、間杉純医薬食品局長や平山佳伸審議
官（医薬担当）らを訓告、阿曽沼慎司事務次官らを
厳重注意とする処分を決めた。訓告は局長と審議官
以外に、室長以下２人を加えた計４人。厳重注意は
事務次官以外に、医薬食品局の安全対策課長、審査
管理課長、総務課長の計４人。
（５/２５MEDIFAXより）

ＤＰＴ―ＩＰＶ導入へ、単抗原ＩＰＶ開発を
／予防接種部会
　厚生労働省の厚生科学審議会・感染症分科会予防
接種部会（部会長＝加藤達夫・国立成育医療研究セ
ンター理事長）は５月２６日、ジフテリア・百日咳・
破傷風・不活化ポリオの４種混合ワクチン（ＤＰＴ
―ＩＰＶ）が早ければ２０１２年度中にも導入される予
定であることを踏まえ、導入時に３種混合ワクチン
（ＤＰＴ）の接種を始めた人でも、不活化ポリオワク
チン（ＩＰＶ）を接種できるようにするため「単抗
原ＩＰＶの導入も併せて進めていくべき。ＤＰＴ―
ＩＰＶの導入から近い時期を目指して、単抗原ＩＰ
Ｖの国内使用が可能となるよう開発を進めるべき」
との意見で一致した。
　現在、日本の定期接種ではＯＰＶ（経口生ポリオ
ワクチン）が使用されているが、極めてまれに、ワ
クチン接種者や２次感染で周囲の人にワクチン関連
麻痺が発生することから、ＩＰＶへの切り替えの必
要性が指摘されていた。
　厚労省は、ＤＰＴ―ＩＰＶの開発促進を求める文
書を１０年４月に発出。１１年末には各社から順次、薬
事承認申請が出され、早ければ１２年度中にも導入さ
れる見通しとなった。厚労省医薬食品局審査管理課
の成田昌稔課長は「品質の事前評価を実施している。
承認後ただちに検定を行いたい」と述べた。
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　ＤＰＴとＯＰＶの初回接種時期を見ると、ＤＰＴ
が約２カ月先行するため、ＤＰＴ―ＩＰＶへの移行
に当たっては、ＤＰＴの接種開始後でＯＰＶ未接種
者に対する対応が必要となる。こうしたＤＰＴ接種
開始後の人にポリオワクチンを接種するため、厚労
省は単抗原ＩＰＶワクチンの開発の必要性を部会で
説明し議論を求めた。
　宮崎千明委員（福岡市立西部療育センター長）は
「移行期は難しく、単抗原ワクチンがあれば現場はや
りやすい」との見解を示した。厚労省医薬食品局血
液対策課の三宅智課長は「ＤＰＴ―ＩＰＶが年末に
は承認申請という状況まで来ている。単抗原ＩＰＶ
についても、できるだけ早く近い時期に取り組める
よう考えたい」とした。（５/２７MEDIFAXより）

持ち分なし医療法人移行へマニュアル／厚労
省委託研究
　厚生労働省は６月７日、２０１０年度医療施設経営安
定化推進事業で実施した「出資持分のない医療法人
への円滑な移行に関する調査研究」についての報告
書を公表した。同研究では、持ち分のない医療法人
への移行の障害要因についてヒアリング調査を実
施。調査結果を踏まえ、税制を含めた障害要因克服
のためのマニュアルを作成した。
　０６年の医療法改正によって、持ち分のある医療法
人は新設できなくなったが、残余財産に関して経過
措置を受ける持ち分あり医療法人は１０年３月末時点
で４万２９０２法人あり、全医療法人４万５９８９法人の
９３.３％を占め、持ち分のない医療法人への移行は進
んでいない。
　マニュアルでは、まず▽出資持ち分の払い戻し請
求をされた場合の影響度の算定▽相続発生時の出資
持ち分の影響度の算定▽理事などへ「特別の利益を
与えること」―などについて現状を分析し課題を確
認すべきとしている。その上で「特定医療法人」「社
会医療法人」「一般の出資持ち分のない医療法人」「基
金制度を採用した医療法人」「持ち分のない医療法人
との合併」「持ち分のある医療法人（経過措置型）」
「出資額限度法人（経過措置型）」について、移行の
要件や課題、手続きを整理した。
（６/８MEDIFAXより）

医療経済実調、調査票を送付／厚労省
　厚生労働省は６月７日、医療経済実態調査（実調）
の調査票を医療機関に発送した。

　調査対象となるのは、病院、一般診療所、歯科診
療所と１カ月間の調剤報酬明細書の取り扱い件数が
３００件以上の保険薬局。無作為抽出で８８７４施設を選ん
だ。
　調査対象期間は２０１１年６月１日から６月３０日まで
の１カ月間と、０９年度分、１０年度分。調査票の提出
期限は７月末。１０月下旬に集計結果を中医協で公表
する予定だ。
　調査票依頼書では、実調が診療報酬改定論議の基
礎資料となる重要なデータであるとして、医療機関
に協力を呼び掛けている。
　調査票には自由記載欄を設け、東日本大震災の影
響を把握するため▽入院や外来の患者数▽患者１人
当たりの平均収益の増減▽医療機関従事者の異動の
影響▽前回改定の影響─などを自由に書き込めるよ
うにした。（６/８MEDIFAXより）

全国１５カ所で先行実施始まる／地域医療支援
センター事業
　厚生労働省が２０１１年度の新規事業として全国１５カ
所で先行的に設置する「地域医療支援センター」の
選定結果が６月３日、本紙の取材で分かった。
　国の補助事業として地域医療支援センターを設置
するのは▽北海道▽青森県▽岩手県▽福島県▽新潟
県▽長野県▽岐阜県▽静岡県▽京都府▽島根県▽広
島県▽徳島県▽高知県▽大分県▽宮崎県―の１５道府
県。
　厚労省は▽道府県内で医師数に格差がある▽人口
１０万人当たりの医師数が少ない▽へき地・無医地区
が多い▽地元大学医学部卒業後に初期臨床研修で地
元に残る若手医師の割合が低い―といった条件を満
たす３０弱の道府県から事業開始時期などを聴取し、
各医療提供体制の状況を加味して選定した。各道府
県担当者には４月に選定結果を連絡した。
　厚労省医政局医師確保等地域医療対策室による
と、青森県・岐阜県・静岡県・京都府・高知県の５
府県では４月にもセンターを設置（既設を含む）し、
事業を開始した。事業主体は道府県となるが、事業
委託も可能なため、高知県と広島県では外部組織を
活用するという。
　医師確保対策を先駆的に進めてきた高知県では、
高知大にセンターの運営委員会を設置するととも
に、医師のキャリア形成支援や情報発信などを担っ
てきた一般社団法人高知医療再生機構に、センター
の事業部門を設置する計画となっている。県の健康
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政策部医療政策・医師確保課は「診療科ごとの医師
の偏在などを調査した上で、運営委員会で調査結果
を分析し、事業内容を企画立案する」とし、国庫補
助による事業開始に向けて準備を進めている。
　厚労省は、センターを都道府県が主体的に医師の
地域偏在解消に取り組むためのコントロールタワー
として位置付けている。地域枠で医学部に入学した
若手医師やセンターが確保した医師の人材プールを
活用しながら、医師不足病院の医師確保と同時に医
師のキャリア形成を支援する。道府県立病院や大学
病院などに設置し、専任の医師２人・専従の事務職
員３人を配置することが要件となっている。
　厚労省は２０１１年度予算の特別枠の中で、センター
設置に１７億円の事業予算を要求したが、１１年度予算
は５.５億円にとどまり、１５カ所で先行実施することに
なった。１２年度以降に全国化を進めたい考えで、医
師確保等地域医療対策室ではセンターの設置状況や
効果などの経過を追跡していくとしている。
（６/６MEDIFAXより）

厚労省改革案に批判的意見／経産省審議会が
議論再開
　経済産業省の産業構造審議会・基本政策部会（部
会長＝伊藤元重・東京大大学院経済学研究科教授）
は５月１８日、東日本大震災で中断していた社会保障
改革に関する議論を再開した。厚生労働省が政府の
「社会保障改革に関する集中検討会議」に改革案を提
示したことを受け、経産省は部会に対し、給付や負
担、成長戦略の在り方を論点として提示。厚労省案
については「具体的でない」「耳障りのいい話ばかり」
などと批判的な意見が目立った。
　経産省の新原浩朗審議官は厚労省案について「全
体を見ていると、（給付の）重点化・効率化は抽象的
に書いてあるが、具体的には書いていない。給付だ
けが広がる内容になっている」と説明。給付の重点
化・効率化の在り方や「自助」「共助」「公助」の整
理が議論の論点になると述べた。
　経済同友会社会保障改革委員長の髙須武男委員
（バンダイナムコホールディングス会長）は「厚労省
案は、国民に耳障りのいい話ばかりが羅列されてい
る。その項目を挙げたところで、制度の抜本的な改
革にはならない」と批判。「財源がない中で国民が納
得する社会保障制度をつくり上げるにはどうするか
を議論しなければならない。既得権を得ている人に
も我慢してもらわないと、日本の社会保障は成り立

たない」と述べ、踏み込んだ給付の効率化を行う必
要性を指摘した。
　日本経団連社会保障委員長の森田富治郎委員（第
一生命保険会長）も「厚労省案は平面的なメニュー
出し。求めているのは、各メニューの実行案と実行
可能性、裏付けとなる財源の枠組みだが、それとは
遠いものが出てきた」と述べた。さらに、厚労省案
には「自助」の観点が欠けているとの指摘もあった。
（５/１９MEDIFAXより）

予防接種法改正案が審議入り／衆院厚労委
　弱毒性の新型インフルエンザに対応した新たな臨
時接種の創設を柱とする予防接種法改正案は６月１
日、衆院厚生労働委員会で細川律夫厚生労働相が趣
旨説明を行い、審議入りした。
　改正案で新設される新たな臨時接種は、国民に接
種の努力義務を課さない一方、行政は接種を勧奨す
る。健康被害に対する救済額は、現行の臨時接種と
２類定期接種の間とすることを政令で規定すること
としている。
　改正案は２０１０年の通常国会に提出され、参院通過
後に衆院で継続審議となっていた。自民党は１０年の
参院で反対したが、賛成することを決めている。
（６/２MEDIFAXより）

放射線被ばく「子どもは大人と区別を」／医
師議連、官邸に要望へ
　医系議員でつくる超党派の「適切な医療を実現す
る医師国会議員連盟」は５月３１日、東日本大震災に
よる福島第一原子力発電所の事故を受け、放射線被
ばくに関する子どもへの対応は大人と区別すべきと
訴える提言書をまとめた。被ばく量が年間２０ミリシ
ーベルトを下回る学校の校庭についても、除染をで
きるだけ実施すべきと主張している。近く提言書を
官邸に提出する予定だ。
　文部科学省は、福島県内の児童や生徒が受ける放
射線量の限界値について年間２０ミリシーベルトと暫
定的に規定している。３月に発足した議連は、放射
線を浴びる子どもの問題などについて、５月上旬以
降、議論を重ねてきたという。提言取りまとめ後に
会見した議連幹事長の櫻井充財務副大臣（民主）は
「低線量を持続的に被ばくすれば、がんの発生率は直
線的に増加すると考えている。被ばく量はできるだ
け減らすべき」と語った。また櫻井副大臣は、放射
線に関する情報提供の遅さが混乱を招いているとの
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認識を示し、福島県内に限定せずに放射線の汚染マ
ップを早急に作成すべきと訴えた。
　他に提言書では▽学校の校庭だけでなく通学路に
ある公園や道路などでも早急に除染を実施すべき▽
可能な限りの除染を実施した上で居住地域として適
切か否かの判断をすべき▽個人情報に配慮しながら
住民の健康状態を持続的に調査し、住民からの相談
に応じる体制を構築すべき―と主張している。
（６/１MEDIFAXより）

ＲＦＯ法改正案、国費投入認めず／民主、自
民の主張受け入れ
　民主党の拡大政調役員会は６月７日、今国会での
議員立法を目指す年金・健康保険福祉施設整理機構
（ＲＦＯ）法改正案について、新たな地域医療機能推
進機構への国費投入を原則的に認めない方針を盛り
込むなど、自民党の主張を受け入れる形で改正案の
修正を了承した。修正によって、新機構が病院や介
護老人保健施設などを新設しないことも明記する。
地域で必要とされる医療・介護の提供が確保される
場合は、新機構による病院の譲渡を認める方針だ。
　社会保険病院や厚生年金病院を管理するＲＦＯの
存続期限は２０１２年９月。民主、公明、社民の３党は、
売却を主な業務とするＲＦＯを地域医療機能推進機
構に移行させ、病院運営を安定化させることを目指
している。自民党はＲＦＯ法改正案に対して▽病院
に税金を投入しない▽病院を新設しない▽病院の売
却を可能な限り進める―などの条件付きで賛成する
姿勢を示し、３党側に伝えていた。これを受けて民
主党厚生労働部門会議は６月６日のコアメンバー会
議で、修正の方向性について了承した。
●付帯決議「必要ない積立金残額は年金特別会計に」
　改正案の修正では、災害時など特別な場合を除い
て、政府が新機構に国費を投入することを認めない
方針とした。また、民主党は付帯決議として▽新機
構の病院譲渡収益や、病院運営に必要ない積立金の
残額は年金特別会計に納付する▽年金特別会計への
納付見込み額があれば中期計画に盛り込んで公表す
る▽ＲＦＯは改組されるまで病院譲渡に向けた取り
組みを引き続き進める▽新機構に対する天下りは認
めない▽新機構発足から５年をめどに地域医療の状
況などを勘案し、新機構の役割・在り方を検討する
―といった方針を盛り込みたい姿勢だ。
（６/８MEDIFAXより）

京都地域包括ケア推進機構を設立／京都府と
府医など
　京都府は６月１日、京都府医師会などと共同で「京
都地域包括ケア推進機構」を設立した。京都府医師
会館で開かれた設立総会では、森洋一・京都府医会
長のほか、山田啓二・京都府知事、門川大作・京都
市長、柏原康夫・京都府社会福祉協議会長ら、機構
を構成する４団体の代表が集まり、規約案や２０１１年
度当初予算案などを決定した。都道府県単位で関係
団体による地域包括ケアの推進機構設立は全国で初
めてという。
　地域包括ケア推進機構は、団塊世代が高齢化のピ
ークを迎える２５年を標的として「オール京都体制」
で医療、介護、福祉の一体的な施策推進を進める。
地域包括ケアの「ワンストップ機能」を持つことが
目的。事務局は医師会館内に置く。理事長には井端
泰彦・元京都府立医科大学長が就任した。
　京都府知事選で、地域包括ケア推進機構の設立を
公約としていた山田知事は、総会の挨拶で「国は社
会保障制度の一体改革の論議をしているが、財政問
題に終始し、あるべき地域体制の構築に関しての論
議に欠ける。われわれはそれに反論ばかりしていて
も仕方がない」として、「京都から地域包括ケア体制
の先進基盤をつくり、京都方式を確立する」とアピ
ールした。
　地域包括ケア推進機構の役割については「実際の
地域の体制づくりは市町村が行うが、それは横串で
あり、うまく機能するようサポートするのが今回の
機構」として、「縦の連携」を行う意思疎通機関とし
て機能させる戦略を示した。総会後のシンポジウム
で山田知事は「今後の高齢化社会政策は、現状の行
政対応ではうまくいかない。われわれ自身が追い込
まれている。行政のパラダイムを変えていかなけれ
ばならない」と強調した。
　一方、森会長は総会とシンポジウムで「高齢化に
対応するには地域力は弱体化している。われわれは
開かれた医師会として、京都方式を通じて多様な機
関との連携体制を構築する」との決意を強調。京都
府医が６年前から在宅医療提供体制づくりに取り組
み、０８年からは多職種との連携を踏まえた在宅医療
サポート体制を取っていることや、その一環として
４月から医師会館内に在宅医療を学べるトレーニン
グセンターを整備したことなどを紹介した。
　京都府は地域包括ケア推進の設立を視野に１１年
度、３６億５０００万円の地域包括ケア総合交付金の創設
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を予算化した。地域包括ケア推進機構は、医師、ケ
アマネジャーらスーパーバイザーの配置など「市町
村伴走型」支援のプロジェクトを進める予定で、１１
年度は▽在宅療養あんしんネットワークのシステム
化▽認知症疾患医療対策の充実▽総合リハビリの充
実―などに取り組む。（６/２MEDIFAXより）

２６項目の改定要望を説明／日精協代議員会
　日本精神科病院協会の医療経済委員会は５月１３日
の定期代議員会で、次期診療報酬改定に向けた要望
項目を報告した。精神病棟入院基本料や重度認知症
患者デイ・ケア料の引き上げのほか、多職種による
「精神科入院長期化予防・退院促進加算」や「精神科
隔離管理加算」「精神科安全保護管理加算」「重度認
知症患者デイ・ナイト・ケア」の新設など２６項目を
盛り込んだ。
　２６項目の要望について説明した菅野隆常務理事
は、精神病棟入院基本料の引き上げについて「精神
病棟の出来高入院料は一般病棟入院基本料と比べ低
い設定となっている。人員配置では看護師数で診療
報酬が決まってしまう。特に精神科では精神保健福
祉士や准看護師などを他科に比べ厚く配置してい
る」と述べ、「チーム医療という観点から看護師の人
員だけではなく、他の職種の配置なども勘案して診
療報酬を決めていただきたい」とした。
　また、日本精神科病院協会の山崎學会長は５月１３
日の定期代議員会で、２０１２年度の診療報酬・介護報
酬改定について「大震災によって改定財源が不透明
であることや、６月にまとまる予定の税と社会保障
の一体改革の検討結果などを見極めながら、同時改
定があってもいいように準備を進めていくが、基本
的には日本医師会と同調して、診療報酬改定の凍結
を当面の間は主張していくとの結論を常務理事会で
得た」と述べた。（５/１６MEDIFAXより）

勝村委員の後任に花井委員／中医協
　中医協の支払い側委員として、新たに花井十伍氏
（連合「患者本位の医療を確立する連絡会」委員）が
加わった。任期満了に伴い退任した勝村久司委員の
後任。花井委員は５月１８日の総会で、自身が薬害被
害者でありながら、一方では医薬品のイノベーショ
ンによって生命が助かった立場であることに触れ、
「患者が少しでも喜ぶような医療を実現したい」と抱
負を述べた。（５/１９MEDIFAXより）

先進医療制度の見直し案を了承／中医協総会
　中医協は５月１８日の総会で「先進医療制度」の運
用見直し案を了承した。海外実績で一定の安全性が
確認されている抗がん剤で、企業による開発や治験
が長期間見込めない場合に、国内未承認の医薬品で
も先進医療の対象とする。最終的には先進医療制度
で得られたデータを薬事承認にも活用できるように
する。
　先進医療として適格かどうかの判断は、「先進医療
専門家会議」と「高度医療評価会議」を一本化した「先
進医療会議（仮称）」で行う。一本化することで事務
手続きを迅速化し、患者アクセスを早める。
　先進医療を行う実施医療機関群もあらかじめリス
トアップしておく。厚労省は実施医療機関群として、
国際的なＧＣＰ水準で臨床研究を実施できる臨床研
究中核病院や、都道府県がん診療連携拠点病院、特
定機能病院などを想定している。
（５/１９MEDIFAXより）

改定率１.５３％「国に返す必要あり」／消費税
問題で四病協税制委
　四病院団体協議会医業経営・税制委員会は「控除
対象外消費税」問題の解消に向けて、社会保険診療
に対する消費税を「原則課税」に改めるには、医療
機関の負担を補填するため過去の診療報酬改定で上
乗せされた合計１.５３％の改定率を「国に返す必要が
ある」との認識で一致した。今後、患者の負担増に
つながらない原則課税の仕組みを検討し、７月末ま
でに新たな制度設計の案をまとめる計画だ。
　同委員会の伊藤伸一委員長（日本医療法人協会副
会長）は５月２４日、本紙の取材に応え「控除対象外
消費税を診療報酬で補填する手法を今後も繰り返す
ことには反対、との方向で一致した」と述べた。消
費税の１０％への引き上げも取りざたされる中で、同
委員会では、過去に受けた補填分を清算し「税と診
療報酬の完全分離」を進めたい考えだ。
　社会保険診療は消費税が非課税となっているた
め、医薬品などの仕入れの際にかかる消費税につい
て医療機関は「最終消費者」である患者から徴収で
きず、控除対象外消費税として医療機関の負担とな
っている。これを補填するため、１９８９年の消費税導
入時の診療報酬改定０.７６％（本体０.１１％）と、税率が
５％となった９７年の診療報酬改定０.７７％（本体
０.３２％）の合計１.５３％（本体０.４３％）が上乗せされた。
　伊藤委員長は「診療報酬で補填された基準寝具加
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算や検査などは今では項目としても消滅している
が、補填されたという事実を認識することが必要だ。
１.５３％の補填を受けたことを前提に、原則課税につ
なげるためのスキームを検討する」と述べ、基本的
考え方として▽消費税と診療報酬は完全に切り離す
▽患者の自己負担アップにつながる設計はしない▽
税率アップの前に「１.５３問題」を解決する―を挙げた。
●診療報酬１.５３％引き下げに理解は？
　補填分の１.５３％の「国への返し方」について、伊
藤委員長は「１.５３％の診療報酬引き下げに中小病院
などの理解が得られるかどうかが今後のカギにな
る」とし、補填分を数回の改定に分けて引き下げる
など、具体的な方法を詰める必要があるとした。
　原則課税の制度設計については、患者が窓口で支
払う一部負担金にいったん課税。その課税分を病院
が窓口で立て替え還付し、病院が控除を受ける仕組
みを検討している。輸出免税制度などのように医療
機関が新たな負担を強いられない新たな仕組みにつ
いても検討している。医業経営・税制委員会は、こ
うした仕組みの実現可能性について具体的な協議を
重ねていく。（５/２５MEDIFAXより）

「１.５３％問題」解消に一定の理解／病院団体
トップ
　四病院団体協議会医業経営・税制委員会が「控除
対象外消費税」問題の解消に向けて、過去の診療報
酬改定で上乗せされた合計１.５３％の改定率を「国に
返す必要がある」との認識で一致したことを受け、
日本病院会の堺常雄会長は「１.５３％が診療報酬のど
こに入っているのか、色が付いているならば見せて
もらいたい」と不満を示しながらも「税制委員会の
方針は理解できる」と述べた。
　日本精神科病院協会の山崎學会長も、税制委員会
の方針を支持し「１.５３％は診療報酬改定で返すべき」
と主張。社会保険診療にかかる消費税については、
軽減税率の導入が選択肢の一つになるとの考えを示
した。
　全日本病院協会の西澤寛俊会長は「控除対象外消
費税の問題は、１.５３％問題に決着をつけることから
議論は始まる」と述べた。（５/２５MEDIFAXより）

同時改定「延期論にくみしない」／全自病が
立場を表明
　全国自治体病院協議会は５月２５日、常務理事会で
２０１２年度の診療報酬と介護報酬の同時改定に対する

全自病の見解について協議し、全会一致で「延期せ
ず、予定通りに進めるべき」とする立場でまとまっ
た。邉見公雄会長が会見で明らかにした。
　邉見会長は同時改定について「見送りせず、粛々
と進めるべき。延期論にくみしない」と主張。「次回
改定に向けた議論では、われわれの会員の７割を占
める中小病院の期待に添えられるような議論をした
い」と述べた。
　また、小熊豊副会長は「医療提供体制や診療内容
の在り方の検討を止めてはならない。粛々と医療の
在り方を提言していくべきだ」と大震災が改定延期
の理由にならないと指摘した。
（５/２６MEDIFAXより）

子どもの放射線被ばく量「減少対策を」／日
医など文科相に要望
　日本医師会は５月２３日、子どもの放射線被ばく量
の減少に取り組むよう求める要望書を髙木義明文部
科学相に提出した。日本小児科学会など４団体も趣
旨に賛同し、要望した。日医の保坂シゲリ、石川広
己両常任理事と日本小児科学会の五十嵐隆会長が文
部科学省を訪問し、笠浩史政務官に要望書を手渡し
た。
　要望書では、文科省が幼児、児童、生徒が受ける
放射線量の限界を年間２０ミリシーベルトと暫定的に
規定したことを「根拠が希薄」と指摘。特に成長期
にある小児については「可能な限り放射線被ばく量
を減らすことに最大限の努力をすることが国の責
務」と求めた。併せて、子どもたちが生活する場所
の放射線量についてより多くのポイントで測定する
ことや、正確な情報を迅速に分かりやすく公開する
ことも求めた。
　日本小児科学会のほか日本小児科医会、日本小児
保健協会、日本保育園保健協議会が日医の要望の趣
旨に賛同し、共に被ばく量の減少対策に取り組むこ
とを求めた。（５/２６MEDIFAXより）
  
保険医取り消し二審も違法／国側の控訴を棄却
　対面での診察をせずに診療報酬を請求したことを
理由に保険医登録などを取り消された甲府市の小児
科医院「みぞべこどもクリニック」の溝部達子院長
が、国の処分取り消しを求めた訴訟の控訴審判決で、
東京高裁は５月３１日、請求を認めた一審甲府地裁判
決を支持、国側の控訴を棄却した。
　園尾隆司裁判長は「保険医登録取り消しなどは事
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実上、医療機関の廃止を意味する極めて重大な不利
益処分。動機や事情を考慮しなければならない」と
指摘。
　院長の行為を「保険診療上は許されないが、患者
のための行為だった」と判断して「処分は社会通念
上、著しく妥当性を欠き、裁量権を逸脱し違法」と
した２０１０年３月の一審判決を踏襲した。
　判決によると、溝部院長は、患者本人ではなく家
族に病状を聞いて薬を処方するなどして診療報酬を
不正請求したとして、０５年１１月、山梨社会保険事務
局（現関東信越厚生局山梨事務所）から保険医療機
関指定と保険医の登録取り消し処分を受けた。
　厚生労働省保険局は「厳しい判決と受け止めてい
る。内容を精査の上、今後の対応を決めたい」とし
ている。（６/１MEDIFAXより）

入院基本料の定義明確化、要望は継続／日病協
　日本病院団体協議会の代表者会議が５月３０日開か
れ、会議後、西澤寛俊議長（全日本病院協会長）は、
記者団に対して、入院基本料などのコスト調査の実
施は難しいとの検討結果を中医協のコスト調査分科
会が５月１８日の中医協総会で報告したことについて
「日病協としては、入院基本料の定義の明確化が重要
との認識で一致している。次期診療報酬改定に間に
合わなくても、入院基本料に何が入っているのか、
明示してもらうよう継続して主張していく」と述べ
た。これまでの改定要望では、入院基本料のアップ
を重点要望項目としてきており、今後も入院基本料
は日病協としての重点課題の一つに変わりはないと
している。
　次期診療報酬改定に向けての日病協の活動につい
ては、７月中に実務者会議で要望事項を取りまとめ、
代表者会議に提出される見通しとした。要望事項と
しては、在宅医療、救急医療、ＤＰＣ関連項目など
が検討されている。要望書は、代表者会議で協議し
最終決定する。
　一方、次期診療報酬改定の実施の是非については、
出席団体から「日本医師会は同時改定の見送りを主
張しているが、介護報酬改定についての（審議会な
どでの）議論はどうなっているのか」との質問が出
たという。西澤議長は「日病協として次期診療報酬
改定の見送りの是非をめぐる議論を行う時期ではな
い」との見解を繰り返し、次期改定への考え方や戦
略は各団体さまざまで一つの方向への集約は困難と
した。（５/３１MEDIFAXより）

国庫補助率２０％へ支援要請を／全国健康保険
協運営委
　全国健康保険協会運営委員会は５月３０日、同協会
理事長に対し、協会けんぽへの国庫補助率２０％の実
現に向けて厚生労働政務三役や政府・与党に財政支
援を働き掛けるよう求める意見書を提出した。
　意見書では、国庫補助率が現在の１６.４％で継続し
た場合、２０１２年度の保険料率は全国平均で９.８－９.９％
に引き上がり、医療費の高い都道府県では１０％を超
える恐れもあると指摘。１３年度以降も保険料率引き
上げは避けられないと危惧した。
　国庫補助率の上限は健康保険法で２０％と定められ
ている。協会けんぽへの国庫補助率は０９年度までは
１３％だったが、健康保険法改正で１０－１２年度は時限
措置として１６.４％となった。
　全国健康保険協会企画部は本紙に「意見書は要望
書として厚生労働省に提出する。厚労政務三役や政
府に対しても引き続き粘り強く働き掛ける」と答え
た。１３年度以降についても「法律の範囲内で、でき
る限り国庫補助率の引き上げを求めていきたい」と
した。（６/１MEDIFAXより）

新規医療技術の評価方針を決定／中医協・医
療技術評価分科会
　中医協の医療技術評価分科会（分科会長＝吉田英
機・昭和大名誉教授）は６月２日、２０１２年度診療報
酬改定に向けて、新規医療技術の評価や既存技術の
再評価の方針を決めた。前回改定では非公開のワー
キンググループを設置し、１次評価と２次評価の２
段階評価を行っていたが、中医協で「議論を透明化
すべき」との指摘が出ていたため、ワーキンググル
ープの設置を取りやめる。
　今後は６月下旬までの間、関係学会から保険収載
を希望する新規医療技術や再評価が必要な技術の提
案書を受け付ける。提案書では、有効性、安全性、
技術的成熟度、倫理性・社会的妥当性、普及性、既
存技術と比較したときの効率性などについて根拠を
求める。また保険未収載技術については、提案書を
提出する際に、技術の概要をまとめたＡ４用紙１枚
の分かりやすい説明書の添付も求める。
　提案対象となる項目は、医科診療報酬点数表の第
２章特掲診療料第２部（在宅医療）から第１３部（病
理診断）、歯科診療報酬点数表第２章特掲診療料第２
部（在宅医療）から第１４部（病理診断）に該当する
技術。要望できるのは、日本医学会分科会、内科系
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学会社会保険連合（内保連）、外科系学会社会保険委
員会連合（外保連）、日本歯科医学会分科会のどれか
に属する学会と、日本薬学会、看護系学会等社会保
険連合。
　提案書提出後、関係学会からヒアリングを実施す
る。それを踏まえて７－９月ごろに、厚生労働省が
提案された技術の評価案を作成する。評価案では▽
幅広い観点から評価が必要な技術▽エビデンスが不
十分と考えられる技術▽評価対象外（薬事未承認の
医薬品・医療機器を使う技術など）─の３パターン
に振り分ける。
　１０月以降、医療技術評価分科会では厚労省の評価
案を基に、保険適用の優先度と評価案の妥当性を評
価し、最終的に保険適用の優先度が高いと考えられ
る技術を選び出していく。前回改定では「新規保険
収載する優先度が高い未収載技術」が７２件、「適応疾
患の拡大等の優先度が高い技術」が１１件、「再評価す
る優先度が高い既収載技術」が１１６件選ばれた。
　医療技術評価分科会の評価結果は、最終的に中医
協総会に報告する。（６/３MEDIFAXより）

２０２５年の医療・介護の在り方提言／全日病「病
院のあり方」報告
　全日本病院協会の「病院のあり方に関する報告書
２０１１年版」がまとまった。同報告書の作成は今回で
６回目。１１年版のテーマは「高齢社会がピークに達
する２５年の日本における医療介護提供のあり方」で、
医療・介護の直近の情勢にとらわれずに「社会構造
の変化や経済の将来見通しも踏まえた現実的な対応
と、理想的な医療提供の姿」を検討した。取り上げ
たテーマは「医療圏」「医療の質」など８つ。今回初
めて「産業としての医療」も取り上げた。「医療基本
法」についても触れ、あらためて同法の制定を求め
ている。６月４日に開く総会で公表する。
　報告書は「総論」で、２５年の医療・介護の提供に
影響する主な変化として「人口減少・少子高齢化」
「短・長期の入院患者の大幅増加」を挙げた上で、社
会保障費・医療費の伸びに対する財源の確保と、専
門職不足が大きな懸念材料になると指摘。急性期医
療の提供について「社会保障国民会議のＢ３シナリ
オのような集約化が求められる」としたが、同時に
慢性期疾患管理では▽かかりつけ医機能の徹底▽医
師などによる定期巡回制度の導入─などを揚げ、救
命救急では医療圏を越えた協調・協同の仕組みなど
を求めている。

　医療・介護施設の機能分化と集約化・連携につい
ては「国民の責務」と表現。国民に健康管理や健診
受診などを求めた。
　公的財源が限られた場合には「保険診療の範囲」
が議論になるとし、「最先端医療」「超高齢者」に対
する医療提供の在り方を検討した上で「一定程度の
制限」も必要とした。
　医療圏については、基本的には「日常生活圏」で
考えることを提案。▽大都市部▽その周辺の衛星都
市▽人口密度が低く広域医療が必要な地域─に分け
「集約化・連携」を進め、郡部・へき地などでは「中
核病院の充実と周辺医療機関との連携体制確立」「受
診を容易にする交通手段」などを確保すべきとして
いる。
　産業としての医療では、医療が疾病予防・治療を
通じて「労働人口増に貢献」してきたと指摘。社会
のセーフティーネットとして、医療費の伸びは容認
しなければならないとした。「医療の質」「医療情報
システム」では、病院の取り組みの中で質の担保と
ＩＣＴは必須のものになるとした。
　東日本大震災が発生したことを考慮し大胆な提言
は控えたとしており、今後の社会保障と税の一体改
革の行方などを見極めて、１１年度後半にはさらに踏
み込んだ提言を再度行うとした。
（６/３MEDIFAXより）

中医協臨時総会、実調の実施決定／「必ずし
も改定につながらない」
　中医協（会長＝森田朗・東京大大学院教授）は６
月３日、臨時総会を開き、東日本大震災の影響を把
握しながら医療経済実態調査（実調）を実施するこ
とを決めた。診療報酬改定を実施するかどうかの判
断は厚生労働大臣の専権事項であることや、実調の
実施が必ずしも改定の実施につながるわけではない
と厚生労働省が説明したため、前回の総会で実調に
「待った」をかけた診療側の鈴木邦彦委員（日本医師
会常任理事）も理解を示した。厚労省は６月４日に
も調査票を発送する。
　ただ鈴木委員は、次期改定に使えるデータかどう
か調査結果の分析が必要としたほか、単月の調査期
間が２０１１年６月分だけでは実態を把握できないとし
て調査期間に一定の幅を持たせることなどを併せて
要望した。
　一方、支払い側の白川修二委員（健保連専務理事）
は「完璧に実態を反映した調査は難しいかもしれな
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いが、調査を行わなければ失うものが大きすぎる。
被災地に配慮しながらできる範囲で調査し、その他
のデータと比較しながら影響度を評価すべき」と主
張。最終的には森田会長が「引き続き検討が必要な
ものは調査実施小委員会で議論することとし、中医
協では承認する」とまとめた。
　厚労省案によると、実調の調査対象期間は、０９年
度分、１０年度分、１１年度６月単月分のデータ。厚労
省は調査結果を踏まえて６月単月分以外のデータを
取るかどうかを検討する方針。特に甚大な被害を受
けた▽損害保険全損区域▽郵便物等の配達困難地域
▽原子力災害による避難区域─などは調査対象から
外す。その他の被災地については事前に電話で協力
要請した上で調査票を送る。
　調査票には自由記載欄を設け、震災の影響把握に
努める。入院や外来の患者数、患者１人当たりの平
均収益の増減、医療機関従事者の異動の影響、前回
改定の影響などを自由に書き込めるようにする。集
計段階では、全国規模の集計のほかに、被災地を除
いた集計や、被災地の回収率を補正するデータ集計
なども行う。さらに厚労省のメディアスデータや、
毎年７月１日時点の施設基準の届出状況報告、医療
施設動態調査、病院報告等、毎月勤労統計調査、被
災自治体の調査なども活用し、震災の影響を考察す
る予定。
　実調の調査票は６月４日にも発送し始める。回答
期限は７月末。８－９月に調査票の不備補正や照会、
集計、分析を行った上で、１０月の調査実施小委員会
と総会で結果を発表する。（６/６MEDIFAXより）

政府案「社会保障改革とは言い難いつじつま
合わせ」／日薬
　日本薬剤師会（児玉孝会長）は６月３日、政府の「社
会保障改革に関する集中検討会議」が６月２日に公
表した社会保障改革案で、医薬品の患者負担見直し
が盛り込まれたことについて「社会保障改革とは言
い難い、単なる財源上のつじつま合わせであり、強
く反対する」との見解を発表した。
　日薬は、改革案についておおむね妥当だと一定の
理解を示す一方で、改革案の文言からは医療用医薬
品に類似の市販医薬品がある場合は市販医薬品の価
格を参考に医療保険での給付に格差を付けると読み
取れるとして強く反発。疾病の違いや使用する医薬
品によって保険給付に差がつき、必要な医薬品が使
用できなくなるとの懸念を示した。

　また高額療養費の見直し策として、初診・再診時
の患者負担に１００円を上乗せする定額負担制度を盛
り込んだことについても反発。皆保険制度で確保す
るフリーアクセスを阻害するもので、患者の受診抑
制や重症化に直結する大きな問題だと指摘。混合診
療導入に向けた施策ではないかとの懸念もあるとし
て「到底容認できるものではない」とした。
　消費税率を上げる方向性については、医療機関・
薬局での「控除対象外消費税」の問題への十分な議
論が不可欠とした。（６/６MEDIFAXより）

 

改正介護保険法が成立／来春から施行
　介護療養病床の廃止延期や、２４時間対応の新たな
訪問サービスの創設などを盛り込んだ介護保険法等
改正案（介護サービスの基盤強化のための介護保険
法等の一部を改正する法律案）は６月１５日、参院本
会議で共産党などを除く賛成多数で可決、成立した。
改正法は一部を除き２０１２年４月１日から施行され
る。
●細川厚労相「成立は喜ばしい」
　改正法成立を受け、細川律夫厚生労働相は取材に
対し「大変喜ばしいこと」と語った。細川厚労相は、
高齢社会が進む中で、現在は介護保険法を改正すべ
き時期だったとの認識を示し、改正法で地域包括ケ
ア推進を図ることについて「お年寄りの皆さんにと
って良いことだと思う」と述べた。
（６/１６MEDIFAXより）

改正介護保険法でこう変わる／変更・創設の
ポイント整理
　２０１２年度の介護報酬改定と、第５期介護保険事業
計画の開始を見据えて必要な法整備を行う「介護サ
ービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改
正する法律」が６月１５日、成立した。介護療養病床
の廃止など、医療・介護関係者から見直しを求める
声が上がっていた施策に一定の変更を加えるととも
に、高齢者が重度の要介護状態になっても住み慣れ
た地域で暮らし続けられるよう新たなサービスを創
設する。保険料の上昇緩和に向け、都道府県に設置
している基金の取り崩しも可能にする。施行は１２年
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４月１日で、介護療養病床廃止の延期など一部につ
いては１１年６月２２日の公布日に施行する。改正介護
保険法の主なポイントについてまとめた。
①介護療養病床の廃止は６年延期へ
　０６年の医療制度改革で１１年度末までに全廃するこ
とが法律で決まっていた介護療養病床は、同法案の
成立により、既存病床に限って１７年度末（１８年３月
３１日）まで存続が可能となる。０６年に約１２万床あっ
た介護療養病床は、１０年６月時点で約８.６万床残って
おり、介護施設などへの転換が進んでいない状況だ。
厚生労働省が１０年に実施した転換意向調査で、約６
割の介護療養病床の転換先が「未定」であることも
判明。こうした状況を背景に、１１年度末での廃止は
困難という結論に至った。ただ、厚労省は将来的に
介護療養病床を廃止するという政策方針は維持して
おり、今後、転換の受け皿として創設した介護療養
型老人保健施設に対する報酬上の評価などで転換を
進めていく考えだ。
②介護職のたん吸引・経管栄養
　１２年度から医師、看護師との連携を前提に、研修
を受けた介護職員らにたん吸引と経管栄養の実施を
認める。現在、通知により実質的にたん吸引や経管
栄養の実施が運用上認められている介護職員らにつ
いては、経過措置として１１年度中に希望した場合、
現在認められている行為・範囲に限って実施を認め
る認定証を発行する。それ以外の範囲も実施したい
場合は、追加研修の受講を義務付ける。
　実施に当たっては、講義・演習などが中心の基本
研修と実技を行う実地研修で構成する総合的な研修
の受講が必須。研修時間など具体的な内容について
は、現在実施中の試行事業の検証を進め「介護職員
等によるたんの吸引等の実施のための制度の在り方
に関する検討会」で決定する方針だ。
　介護福祉士の標準業務としても位置付ける。１６年
１月実施の介護福祉士国家試験からたん吸引などに
ついての内容を組み込み、１７年度からは標準業務と
してたん吸引と経管栄養を実施できる介護福祉士が
登場する。
③２４時間対応の「定期巡回・随時対応型訪問介護看
護」
　重度の要介護者の在宅生活も２４時間３６５日支える
サービス「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」を
創設する。訪問介護と訪問看護の組み合わせを軸に、
定期的な１０－１５分の短時間訪問とオンコールで対応
するサービスを組み合わせる。具体的なサービス提

供体制などについては、現在、社会保障審議会・介
護給付費分科会で検討中。２４時間型のサービス創設
を改正案に盛り込むに当たり、モデル事業を実施し
た民間シンクタンクによるシミュレーションでは、
１事業所当たり４５人の利用者を見込んだ場合に必要
な職員は、常勤換算で介護職員２２.８人、看護職員１.７１
人、面接相談員１人。利用者からのコールなどを受
け付けるオペレーターは１事業所当たり常時１人と
している。
　すでに介護給付費分科会では、このシミュレーシ
ョンで示された「約２対１」の職員配置などを参考
に、特別養護老人ホームのユニット型と比較した介
護報酬規模などを議論している。
　２４時間型サービスは、厚生労働省と国土交通省の
共管事業として創設した登録制度「サービス付き高
齢者向け住宅」の利用者も対象となるが、介護給付
費分科会では、地域に点在する高齢者宅を時間をか
けて回りながらサービスを提供する場合と、高齢者
向けの集合住宅での効率的なサービス提供は別に考
える必要があると指摘されている。
④情報公表制度は年１回の調査義務を撤回
　提供している介護サービスの情報を公表し、それ
にかかる手数料を事業者が負担する「介護サービス
情報公表制度」についても見直しを行う。年１回の
実施を義務付けていた調査員による事業所調査につ
いて、都道府県が必要と判断した場合に限り実施す
ることにする。さらに、情報公表にかかる事務を効
率化することで、事業者が払う手数料に頼らずに運
営できる仕組みを目指す。同制度をめぐっては、事
業者が手数料を負担する仕組みとなっていることな
どについて、見直しを求める声が関係者から上がっ
ていた。厚労省は今後、都道府県が事業所調査に関
する指針を作る際のガイドラインを示す方針だ。
⑤複合型サービス
　医療ニーズの高い利用者に対応すべく、小規模多
機能型居宅介護と訪問看護の併設を主に想定した複
合型サービスも新たなサービス類型として創設す
る。「当面は小規模多機能と訪看の組み合わせについ
て詳細を検討している」（老健局振興課）が、条文で
は▽訪問介護▽訪問入浴介護▽訪問看護▽訪問リハ
ビリテーション▽居宅療養管理指導▽通所介護▽通
所リハビリテーション▽短期入所生活介護▽短期入
所療養介護▽定期巡回・随時対応型訪問介護看護（前
呼称＝２４時間地域巡回・随時訪問型サービス）▽夜
間対応型訪問介護▽認知症対応型通所介護▽小規模
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多機能型居宅介護―の居宅系サービス同士の２種類
以上の組み合わせが可能となっている。
⑥財政安定化基金取り崩しで保険料の上昇緩和
　６５歳以上の第１号被保険者が払う保険料の上昇を
抑えるため、都道府県に設置している財政安定化基
金を１２年度に限り取り崩せるようにする。第４期（０９
－１１年度）に全国平均４１６０円だった第１号保険料は、
高齢化による自然増などの影響から、第５期には
５０００円を上回る見込みだ。国、都道府県、市町村で
３分の１ずつ拠出している財政安定化基金は、介護
保険財政が苦しくなった場合に市町村に貸し付け・
交付する仕組み。厚労省によると、第３期以降、貸
付率は大きく低下しており、第４期末の残高は推計
で全国約２８５０億円となる見通しだ。厚労省は、同基
金の取り崩しで５０円程度の保険料軽減につながる可
能性があるとみている。市町村準備基金についても、
取り崩して保険料軽減に活用できるようにする。
⑦介護予防・日常生活支援総合事業
　要支援者・介護予防事業対象者に介護予防サービ
スなどを包括的に提供する「介護予防・日常生活支
援総合事業」を創設する。ケアマネジメント、介護
予防、生活支援の実施を必須条件に、市町村が地域
の実情に合わせて家事援助や機能訓練など介護保険
の予防給付と、見守り・配食サービスなどの保険外
サービスを合わせて、１つのパッケージとして提供
できる制度。従来の予防給付も引き続き継続するた
め、実施する際は、市町村の手挙げ方式とし、従来
通りの方法とパッケージ型の両方を利用者に合わせ
て振り分けられるような仕組みとする。地域のＮＰ
Ｏやボランティアなどとの協力を前提とすることな
ども現在検討している。権利擁護、社会参加に関す
るサービスを組み合わせることも可能とする。
（６/１６MEDIFAXより）
 
介護療養病床の転換支援は２本立てで／厚労省
　厚生労働省は、介護療養病床の転換支援策を、介
護報酬上の支援と財政的な支援の２本立てで検討し
ている。５月１１日の自民党厚生労働部門会議に提出
した資料に示された支援策案は▽介護療養型老人保
健施設などでの介護報酬上の評価の見直し▽有床診
療所と併設した老人保健施設の創設に対する支援▽
転換費用に対する交付金、福祉医療機構の融資制度
など、現在実施している支援策のさらなる充実―の
３つ。厚労省老健局は、２０１２年度から実態を踏まえ
た追加的な財政支援を行えるよう、１２年度予算の概

算要求に介護療養病床の転換支援の項目を盛り込む
方針だ。（５/１２MEDIFAXより）

交付金か報酬か、処遇改善の方向性出ず／介
護給付費分科会
　厚生労働省の社会保障審議会・介護給付費分科会
（分科会長＝大森彌・東京大名誉教授）は５月１３日、介
護人材の確保と処遇の改善策について議論した。処
遇改善交付金の継続か、報酬に組み込むかで意見が
分かれたほか、「交付金と報酬内手当の両方が必要」
との意見も出て、この日の議論は方向性が見えない
まま終了した。
　処遇改善交付金の継続を支持する委員からは、給
与の上昇に直接反映できる点を評価し、報酬に組み
込んだ場合の保険料上昇を懸念する意見が多かっ
た。
　武久洋三委員（日本慢性期医療協会長）は交付金
の効果を認めた上で、対象が介護施設だけである点
を指摘し、２０１２年度の同時改定で中医協と連携し、
介護施設、病院、居宅サービスの全体で介護職の処
遇改善策を講じる必要性を訴えた。人材確保につい
て「介護職より、事務職の給与が高い傾向にあると
いう点も整理すべきではないか」とも述べた。
　一方、報酬内に組み込むべきとする委員らも、交
付金の効果は評価した上で、時限的な措置は制度を
継続するという本筋とは違うと主張した。
　田中滋委員（慶應義塾大大学院教授）は「世間の
失業率上昇と反比例して介護職の有効求人倍率が低
下するという状況をできるだけ早くなくさなければ
ならない」と強調した上で、介護保険の外側にある
臨時的な交付金に頼るのではなく、制度の中で賃金
を含めた財政に対応しなければ責任を果たすことに
はならないとした。（５/１６MEDIFAXより）

ケアの試行、６月めどに評価・検証／たん吸
引で政府答弁書
　政府は５月１７日、「介護職員等によるたんの吸引等
の実施のための制度の在り方に関する検討会」で実
施しているケアの試行について「２０１１年５月を目途
に終了し、検討会で６月を目途に中間報告の内容と
併せ評価と検証を行う」とする答弁書を閣議決定し
た。木村太郎氏（自民）の質問に答えた。検証結果
を踏まえ、喀痰吸引などを行う介護職員らに対する
研修の内容や、事業所の安全確保措置について検討
するとしている。（５/１８MEDIFAXより）
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在宅連携拠点１０カ所、６月始動／厚労省、包
括ケアの中核に
　厚生労働省の２０１１年度新規事業「在宅医療連携拠
点（連携拠点）」のモデル事業が６月から始動するこ
とが分かった。当初、全国で６カ所程度の実施機関
をモデルとして選定する計画だったが、医政局指導
課在宅医療推進室によると１４０件の応募があり、最終
的に在宅療養支援病院（在支病）、在宅療養支援診療
所（在支診）など１０機関を選定・採択した。連携拠
点は、厚労省が政府の「社会保障改革に関する集中
検討会議」に提出した改革案の中でも、地域包括ケ
アの実現に向けた中核的役割を担う機関の一つに位
置付け、震災被災地での先駆的実施も検討している。
　モデル事業では、連携拠点の設置によって多職種
協働による在宅医療の支援体制を構築し、地域包括
的かつ継続的な在宅医療の提供を目指す。連携拠点
にはケアマネジャー資格を持つ看護師と医療ソーシ
ャルワーカーを配置する。医師１人の診療所や薬剤
師１人の薬局などへの支援を通じて地域の医療資源
を効率的に活用し、２４時間３６５日対応の切れ目のない
在宅医療・介護ネットワークを地域で構築する狙い
だ。（５/２３MEDIFAXより）

介護施設の医療提供体制、同時改定で検討／
厚労省
　厚生労働省は５月２５日の衆院厚生労働委員会で、
介護施設での医療提供体制や、医療と介護でサービ
ス内容が同様である場合に介護保険が優先されるこ
とについて、２０１２年度の診療報酬・介護報酬同時改
定を議論する中医協や社会保障審議会・介護給付費
分科会の議論も踏まえて検討するとの意向を示し
た。松本純氏（自民）の質問に答えた。
　外口崇保険局長は「（介護保険施設）入所者がその
状態に応じて必要なサービスが適切に受けられるよ
う、中医協および介護給付費分科会での議論も踏ま
えて検討する」と述べた。
　また、介護保険から同様のサービスを受けること
ができる場合、医療保険からの給付は行わないため、
松本氏が「退院時にいったん医療保険で医薬品など
が処方されても、退院後に介護保険の申請が通ると、
さかのぼって介護保険が適用になり、保険薬局が請
求したレセプトは返され、請求が遅れて経営を圧迫
するケースがある」と指摘した。
　外口保険局長は、現行の制度では医療と介護でサ
ービス内容が同様であることから、薬学的な管理指

導料は介護保険請求になると説明した上で「医療と
介護が切れ目なく円滑に提供されるよう、どのよう
な対応が適切か、中医協、介護給付費分科会での議
論を踏まえて検討したい」と述べた。
（５/２６MEDIFAXより）

医療との連携強化へ議論開始／介護給付費分
科会
　厚生労働省の社会保障審議会・介護給付費分科会
（分科会長＝大森彌・東京大名誉教授）は５月３０日、
２０１２年度の介護報酬改定に向け、医療と介護の連携
の在り方に関する議論を開始した。厚労省は、訪問
看護やリハビリテーションなどを検討項目に挙げ、
１２年度介護報酬改定を活用してこれらの分野で医療
と介護の連携を進めることを提案した。
　厚労省は、医療と介護の役割分担と連携強化に向
け▽医療機関から退院する際の介護保険サービスと
の連携強化と、円滑な移行▽医療の必要性が高い人
への対応強化（老健施設などについては別途検討）
▽介護療養病床から介護療養型老人保健施設などへ
の転換支援－の視点で検討を進めることを提案。具
体的には、訪問看護やリハビリテーション分野での
医療と介護の連携、療養病床再編の推進に向けた介
護療養病床や介護療養型老健の基準・報酬の取り扱
いなどを挙げた。
　井部俊子委員（日本看護協会副会長）は、訪問看
護師が利用者の入院している医療機関に出向いて退
院支援を行う場合について「介護保険では今のとこ
ろ該当する評価がない。医療保険と介護保険で評価
の違いがあるということが随所に指摘されている」
と説明。「環境の変化の影響を受けやすい高齢者がス
ムーズに在宅療養に移行できるよう、大半は介護保
険の利用者となる。介護保険での退院支援の仕組み
について、次の改定で整理しておく必要があるので
は」と述べた。
　池田省三委員（龍谷大教授）は、認知症の地域連
携パスに言及し「診療報酬でかなりきちんとした評
価を与えると、医師はケア方針などが立てられる。
政策誘導的にもっていくことはできないか」と質問。
この日の会合に出席した保険局医療課の鈴木康裕課
長は、医療が特に関わるべき点として認知症の鑑別
診断や、ＢＰＳＤが激しい場合を挙げ、介護との協
働に向け同時改定で論点の一つになるとの見方を示
した。
　三上裕司委員（日本医師会常任理事）は「医療の
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必要性の高い要介護者の増加が見込まれるという前
提で議論しているはずだが、介護療養病床から医療
密度の低い介護療養型老健などへの転換をますます
進めなくてはいけない、というのはどういうことか」
と厚労省が示した論点に異議を唱えた。
（５/３１MEDIFAXより）

 

６割が時間外に電話対応実績／地域医療貢献
加算で厚労省調査
　厚生労働省は５月１８日の中医協総会に、２０１０年度
診療報酬改定の結果検証に向けて実施した「外来管
理加算の要件見直し及び地域医療貢献加算創設の影
響調査」の速報値を報告した。１０年度改定で創設し
た地域医療貢献加算の施設基準を届け出ている診療
所の６割程度が、診療時間外に電話で問い合わせを
受けていた。中医協・診療報酬改定結果検証部会で
詳細な分析と評価を行い、あらためて総会に報告す
る予定だ。
　地域医療貢献加算の施設基準を届け出ている診療
所の５９.２％が、１０年１２月１４日午後から１２月２８日午前
の１４日間に診療時間外に問い合わせの電話を受けて
いた。電話の受付件数は「１件」１４.２％、「２－４件」
３１.７％、「５－９件」１５.８％、「１０－１９件」１３.１％、「２０
－２９件」６.０％、「３０－４９件」５.５％、「５０件－」１.６％、
「無回答」１２.０％だった。一方、施設基準を届け出て
いない診療所で、時間外に問い合わせの電話を受け
たのは１８.４％。受付件数は「２－４件」が最多の３５.７％
だった。
　施設基準を届け出ている診療所に、届け出の際に
変更した点を聞いたところ「加算新設前より施設基
準を満たしており、特に変更なし」が最多の６４.８％。
届け出後の時間外対応件数の変化については「あま
り変わらない」が９３.２％だった。
　施設基準を届け出ていない診療所に理由を聞いた
ところ「時間外の電話対応の負担が大きい」が６２.９％
で最も多かった。届け出予定の有無は「なし」が
９８.８％だった。
●外来管理加算、算定しない理由「投薬のみだから」
が最多

　再診患者に対する外来管理加算の算定状況の推移

も調べた。病院では、０７年１０月の算定率が４２.３％で、
０９年１０月に３８.９％に落ちたが、１０年１０月に４４.５％まで
増えた。診療所では、０７年１０月の算定率が３７.３％で、
０９年１０月は３６.５％、１０年１０月は３６.７％とほぼ横ばいだ
った。
　同加算を算定していない患者がいると回答した病
院に複数回答で理由を聞いたところ「簡単な問診、
身体診察以外は投薬のみを行っているから」が
７３.２％で最多。診療所でも同様の理由が最多で、
６３.９％を占めた。
　施設調査は、病院１２００施設（回収率３５.３％）、地域
医療貢献加算を届け出ている一般診療所１２００施設
（同３２.４％）、同加算を届け出ていない一般診療所
１２００施設（同２８.３％）を対象に実施した。
（５/１９MEDIFAXより）

持ち分なしへ「意向なし」が６１.７％／四病協
アンケート
　四病院団体協議会はこのほど、「医療法人の現状と
課題に関するアンケート」の調査報告書を取りまと
めた。報告によると、持ち分のある社団のうち持ち
分なし社団への移行について「意向あり」が３３.８％、
「意向なし」が６１.７％となり、意向なしが大幅に上回
った。移行しない理由については「出資持ち分はオ
ーナーシップの源泉であり、放棄できない」が３６.５％
で最も多く、「相続税を支払っても、医療法人を子孫
に承継させたい」が３２.３％、「同族経営を維持したい」
が３１.０％と続いた。
　持ち分あり社団の平均出資者数は４.７人、平均同族
割合は８６.２％となった。社員の退社時などに持ち分
の払い戻し請求を受けたことのある法人は１２.９％に
とどまった。その３１.６％が借入金で支払っているほ
か、法人資産を処分して支払うケースもあった。
　持ち分あり社団として、将来的に相続が発生した
場合の対応としては「払い戻しのために借入金や資
産を処分せざるを得ない」が４６.２％、「問題なく払い
戻しできる」が３１.６％となった。持ち分あり社団と
して継続するのに必要な支援については、「持ち分あ
り類型の永続的な存続の法的保障」が６０.０％、「中小
企業の事業承継税制並みの相続税負担軽減」が
５７.１％となった。
　一方、持ち分なし社団へ移行する理由としては「安
定経営」が９０.４％、「非営利性の徹底」が５１.８％とな
った。移行に当たっての課題としては「移行に伴う
法人への贈与税課税」が６０.６％、「出資者が死亡した
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場合の相続税への対応」が４３.４％で、移行に必要な
支援として「持ち分なしへの移行を条件に相続税を
猶予・免除する税制優遇制度」が７９.５％、「諸規定の
整備・手続きなどへのアドバイスを受けられる制度」
が３７.８％だった。
　厚生労働省は２０１０年度と１１年度の税制改正に向け
た要望で、医療法人に関する相続税の納税猶予制度
の創設を要望している。仮に制度が創設された場合、
「将来的に持ち分なし社団への移行を検討」が
４４.６％、「すでに移行を考えているが安心して移行で
きる」が２５.２％、「持ち分なし社団への移行を具体的
に検討したい」が２２.１％となった。
　アンケートは０６年の医療法人制度改革フォローア
ップのため、全国の病院を経営する医療法人４８８８法
人を対象に実施し、１０５８法人から回答を得た。有効
回答率は２１.６％となった。（５/１０MEDIFAXより）

日本、長寿世界一を維持／ＷＨＯ統計、医師
不足深刻
　世界保健機関（ＷＨＯ）は５月１３日、２０１１年版の「世
界保健統計」を発表、０９年の日本の平均寿命は８３歳
で、前年と同様、イタリア中部の内陸国サンマリノ
と首位を分け合った。日本は、女性の平均寿命では
８６歳で単独首位を維持。男性は８０歳でサンマリノ（８２
歳）に次いで２位。
　ＷＨＯ当局者は、喫煙率が比較的高い現状のまま
では「日本は（平均寿命８２歳の）オーストラリアに
長寿世界一の座を譲るかもしれない」と警告した。
　平均寿命が最も短いのはアフリカ南部の内陸国マ
ラウイで４７歳。前年にいずれも４２歳で最も短かった
アフガニスタン、ジンバブエはそれぞれ４８歳、４９歳
と大きく改善した。
　また、００－１０年の人口１万人当たりの医師の数で
は、日本が２０.６人。欧州各国のほとんどが３０－４０人
台であるのと比較すると医師不足が深刻といえる。
米国は２６.７人だった。
　データが得られた国の中で、一番多かったのはキ
ューバで６４.０人、一番少なかったのはアフリカのタ
ンザニアとリベリアで０.１人。世界の平均は１４.０人だ
った。（５/１７MEDIFAXより）

「医療スタッフ引きとどめ復興を」／宮城県医
が震災調査
　宮城県医師会は５月２３日、会員施設を対象に行っ
た東日本大震災についてのアンケートの結果を公表

した。大きな被害を受けた会員のうち「同じ場所で
再出発したい」としたのは８０施設、「同じ地域の別の
場所を考えている」としたのは１６施設だった。引退・
廃業と回答したのは７施設だった。「今までの土地を
離れたい」との回答は５施設あったが、このうち県
外への移転を考えていたのは１施設にとどまった。
宮城県医は、仙台市の県医師会館で会見し、嘉数研
二副会長は「医師を中心とする医療スタッフを県内
に引きとどめ、地域医療を再復興させなくてはなら
ない。手だてが必要」と述べた。
　地震と津波の被害で半壊・床上浸水以上の被害を
受けたのは１８６施設。このうち津波以外の影響で被害
を受けたのは７５施設、津波で被害を受けたのは１１１施
設だった。現在も診療を再開できない施設は３５施設。
理由としては建物・医療機器の損壊、ライフライン
（電気・ガス・水道）問題などが挙がった。
　医師、看護師、家族らで亡くなったのは２３人。ア
ンケートではない県医の独自調査によると、会員医
師で亡くなったのは９人。嘉数副会長は「管理者が
亡くなられた施設からは回答が得られていない。関
係者の被害者はさらに多いと思う」と述べた。
●震災発生後、自院以外で８００人超が活動
　震災直後（３月１１日から３月１８日）の会員施設へ
の受診患者数は死亡者数が２４５人、重症者数２６４９人、
中等症数１万５９７６人、軽症２万５４１０人だった。震災
発生以後に自院以外での活動をしていたのは８１７人
で、救護所が８０人、避難所が３４４人、検案活動が９０人
だった。震災発生後に問題に思った事柄では、「電気」
が最も多い１００７施設、次いで「水道」７６２施設、「ガ
ソリン」７０６施設となった。
　医療用データの被害では、カルテへの被害が１６３施
設、レセコンへの被害が９８施設だった。医療機器へ
の被害では、レントゲン・ＣＲへの被害が最も多い
２４２施設、ＥＣＧ・エコー８８施設、ＣＴ・ＭＲＩ５１
施設、胃カメラや骨量測定器などその他の機器は２５１
施設だった。津波による医薬品の被害については、
多量が４７施設、中等量が２２施設、少量が３１施設だっ
た。２８施設が供給を希望した。
　調査は４月１４日から５月１２日の期間で実施。会員
の医療機関など１４９２施設に質問票を送り、１３８８施設
（９３％）から回答があった。（５/２４MEDIFAXより）

０９年度医療給付実態調査を報告／厚労省保険局
　厚生労働省保険局調査課は５月３１日、２００９年度医
療給付実態調査報告を公表した。診療報酬明細書と
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調剤報酬明細書のデータを基に、医療保険制度加入
者の受診状況や医療費を年齢や疾病分類別ごとに分
析した。０７年度までは「国民健康保険医療給付実態
調査」や「医療給付受給者状況調査報告」などを実
施していたが、０８年度から全ての医療保険制度を対
象とした同調査に改めた。０９年度は同調査の２年度
目に当たる。
　患者１人当たりの年間医療費を制度ごとに見る
と、協会けんぽ１４万６６２０円、組合健保１２万３５６５円、
国民健康保険２７万７２５３円、後期高齢者医療８１万７７７５
円となった。
　１０年３月の１カ月間に１度でも医療機関を受診し
た人の比率を制度ごとに比較すると、協会けんぽは
４５.０％、組合健保４４.３％、国保５２.６％、後期高齢者医
療８６.２％となった。０９年度１年間で１度でも受診し
た人の比率は、協会けんぽ７８.１％、組合健保８３.３％、国
保８３.４％、後期高齢者医療９７.８％。
　１人当たりの入院費を年代別に比較すると、国保
は他の医療保険制度に比べて２５歳以上で医療費が高
くなる傾向が見られた。入院外医療費では制度間に
大きな差は見られなかった。
　入院の原因を疾病分類別に分析すると、協会けん
ぽ、組合健保、共済組合では「がん」による入院が
１６－１８％台を占め、最も多かった。これに対して国
保では「精神及び行動の障害」が２１％でトップ。後
期高齢者医療では「循環器系疾患」が２７％で最多と
なった。
　入院外の受診理由を見ると、協会けんぽ、組合健
保、共済組合では「呼吸器系疾患」が２１－２４％台で
最多となり、感染症や喘息で受診するケースが多か
った。国保と後期高齢者医療では「循環器系疾患」
がトップで、それぞれ２０.１％、３２.１％を占めた。
　このデータは厚労省が政策決定する際の基礎資料
として用いる。（６/２MEDIFAXより）

子ども・若者白書を閣議決定／政府
　政府は２０１１年版「子ども・若者白書」をまとめ、
６月７日の閣議で了承した。政府が実施した３０歳未
満の子ども・若者層向けの施策や各省庁の統計デー
タを取りまとめた。以前は「青少年白書」と呼ばれ
ていたが、１０年から子ども・若者白書に衣替えし、
法定白書に位置付けられた。今回がリニューアル後、
２回目の作成となる。
　統計データを見ると、３０歳未満の人口は３７２３万
２０００人で、日本の総人口の約２９.１％に当たり、１９７５

年以降ほぼ一貫して減少し続けている。
　警視庁データによると、１０年に自殺した３０歳未満
の人数は３７９２人。これを学識別に見ると、有職者
（１４３４人）が最も多く、無職者（１３９９人）、大学生
（５０７人）、高校生（２０４人）、中学生（７６人）、小学生
（７人）、その他（１０９人）、不詳（５６人）となってい
る。女子の自殺者は１０７１人（２８.２％）と少なく、大
半を男子が占めた。
　薬物乱用防止の取り組みにより、若者の薬物事犯
の検挙率は大きく低下した。１０年データによると、
覚せい剤事犯検挙者数は２６０３人（前年比３４人減、
１.３％減）、大麻事犯検挙者数は１３５０人（同４４１人減、
２４.６％減）、ＭＤＭＡ等合成麻薬事犯検挙者数は２０人
（同３７人減、６４.９％減）となった。検挙率低下の要因
に広報啓発活動の成果を挙げている。
　学校管理下の災害に対する学校種別医療費給付率
の推移を見ると、０６年度から０９年度にかけて、幼稚
園、小学校、中学校では徐々に給付率が低下してい
るが、高校だけ増加傾向にある。
（６/８MEDIFAXより）

 

介護保険法等改正案、徹底審議を／保団連
　保団連は５月１３日、今国会に提出された介護保険
法等改正案について徹底審議を求める要望書を細川
律夫厚生労働相、衆参厚生労働委員会委員宛てに送
付した。同改正案審議に当たり▽介護保険サービス
の確保は東日本大震災の復旧・復興を優先させる▽
地方・中央で公聴会などを開催して団体・市民の声
を聞く▽利用料・保険料負担の拡大や給付の削減で
はなく、公費負担を拡大し、必要な財源は消費増税
ではなく国と自治体の責任と負担で確保▽要支援者
への予防給付見直しを撤回して訪問介護における生
活援助を拡充し、費用は自治体が全額公費負担で実
施し国が責任を持つ▽医療系介護サービスは医療保
険に戻し、給付制限をなくす▽介護療養病床は廃止
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の延期ではなく、廃止そのものを撤回する▽介護職
の処遇改善の費用は全額国庫負担で実施し、対象範
囲と支給金額を引き上げる。介護報酬も大幅に引き
上げる―の７項目を求めている。
（５/１６MEDIFAXより）

２次補正で医療提供体制確保を／保団連が要
請書
　保団連は５月１９日、東日本大震災被災地での被災
者医療と医療提供体制の確保を２次補正予算で実施
するよう求めた要請書を菅直人首相や細川律夫厚生
労働相らに提出した。
　要請書には▽被災者に対する医療の確保に関する
要請▽被災した医療機関に対する対策▽医療確保支
援のための対策―の３点を盛り込んだ。
　被災した医療機関に対する対策では、休業せざる
を得なかった期間の休業補償や被災した医療機関の
解体・撤去費用への公的助成、二重ローンの回避な
どを求めた。このほか、医療貸付事業による融資の
全期間を無利子にすることや、地域医療再生臨時特
例交付金の増額などを要請した。
（５/２３MEDIFAXより）

「定額上乗せ案」に断固反対／厚労省案受け保
団連
　高額療養費の見直しと、その財源を確保するため
の「定額負担」導入を盛り込んだ厚生労働省の医療・
介護分野の改革案を受け、保団連は５月２３日「国民
の受療権を制限する厚労省の定額上乗せ案に断固反
対する」との談話を発表した。
　談話では「原則３割という窓口負担の高さは先進
諸国でも際立っており、経済的理由で受診抑制を引
き起こしていることは保団連や民間シンクタンクの
調査でも明らかになっている」と主張。患者負担を
増やすことについて「さらに受診が抑制され、重篤
化させかねない」と訴えた。「定額負担案」について
は「疾病の自己責任と受益者負担主義を強める」と
し「断じて容認できない」とした。
（５/２４MEDIFAXより）

改正介護保険法「徹底審議を」／保団連が要望
　保団連は５月２６日「介護保険改正法案の拙速な採
決をやめ、徹底審議を求める」とする要望書を細川
律夫厚生労働相と衆参国会議員に提出した。「今は東
日本大震災からの復旧・復興を優先させる時期」と

し、同法案について「いったん棚上げして震災対応
の必要な措置をとり、十分な審議を行うべき」と訴
えている。
　このほか▽医療系介護サービスを医療保険に戻
し、医療保険で必要なサービスが受けられるよう給
付制限をなくす▽介護療養病床は、廃止の延期では
なく廃止そのものを撤回する―などを求めている。
（５/２７MEDIFAXより）

レセプト情報提供に抗議文／保団連
　保団連は５月２５日、２０１１年度から試行的な取り組
みが始まるレセプト情報と特定健診情報の提供につ
いて「直ちに禁止することを求める」とする抗議文
を細川律夫厚生労働相宛てに提出した。
　抗議文では、仮にナショナルデータベースからデ
ータが漏洩した場合、特定健診の基本情報さえ入手
すれば特定個人のレセプト情報を引き出すことが可
能になると主張。「危険性に対する措置が講じられな
いまま、試行的とはいえレセプト情報などの提供が
実施されることに強く抗議する」としている。
（５/２７MEDIFAXより）
 

 

　記事文末に（MEDIFAXより）と記載しているものは、 
契約に基づき株式会社じほう発行の「MEDIFAX」より転
載・一部改変を許諾されたものです。 
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　菅政権が、脆弱な支持基盤のも
とでゆきづまるなか、年末年始を
はさんで、大連立を求める声と動
きが活発化しました。この声は、
大連立の当の対象である民主党・
自民党の中からというよりも、そ
の外から、もっといえば、財界や
マスコミから声高にいわれるよう
になりました。「大連立」とは、い
うまでもなく、自民党と民主党と
いう保守二大政党が連立政権をつ
くることです。では一体、なぜい
ま、大連立の合唱が湧き起こって
いるのでしょうか。それは、保守
二大政党制の動きとどんな関係が
あるのでしょうか。

 

　２０１１年正月元旦の新聞社説には
びっくりさせられました。「朝日新
聞」と「読売新聞」の二大紙がそ
ろって大連立を呼びかける社説を
掲載したからです。
　「朝日」の「今年こそ改革を―与
野党の妥協しかない」と題した社
説は、こう展開しました。少子高
齢化のもとでの社会保障の危機克
服、財政再建、中国などの成長に
立ち向かうためのＴＰＰなど焦眉
の課題を実現するには、「政権交代
の可能性のある両党が協調する以
外には、とるべき道がないではな
いか」。これら課題実現には両党が
一致している。菅政権単独ででき
ないなら大連立以外にない。自民
党は菅政権を倒すのはやめろ、民
主党はマニフェストを清算して連
立しろ―こういった調子です。
　「読売」社説はさらに踏み込んで、
菅政権のもとでの「暫定的な連立
政権」樹立を呼びかけています。
民主党と自民党が大連立を組んで、
「普天間移設、ＴＰＰ、消費税率引
き上げといった緊急かつ重要な課
題を解決」し、そのあと解散して

選挙をやればいいじゃないかとい
うのです。
　財界も、経済同友会が同様の主
張を強く打ち出しています。今ま
で、自民党・民主党が競い合う保
守二大政党制を実現しろと主張し
てきたマスコミや財界が、一体ど
うしたのでしょうか。しかも、「朝
日」「読売」そろっての主張とは！
　理由は簡単です。菅政権の掲げ
た構造改革推進・日米同盟回帰の
ための諸課題は、保守支配層が切
望しているにもかかわらず、脆弱
な菅政権ではとうてい成立がおぼ
つかないからです。とすれば、主
張を同じくする民主党と自民党が、
政局を乗りこえて連立しなければ
ならないというわけです。
　保守支配層が大連立でなければ
できないであろう、待ったなしの
課題とは、消費税の税率引き上げ、
ＴＰＰ締結による自由貿易体制づ
くり、少数政党を淘汰する衆参両
院定数の削減、そして普天間基地
の辺野古移転などです。これらは、
構造改革・日米同盟強化のために
緊急不可欠の課題でありながら、
いずれも国民に大きな犠牲を強要
する施策であるため、野党ばかり
でなく、民主党・自民党内からも
強い異論があります。そしてこの
課題は、どの政権でも単独では強
行するのが難しい課題であり、い
わんや菅政権ではとうてい実現で
きない課題ばかりです。そのため、
これらの早期実行を切望する財界
やマスコミは、その決め手として、
大連立を声高に推奨しているので
す。

 

　大連立は、保守二大政党制の矛
盾の産物といってよいものです。
前回述べましたように、保守二大
政党制は、大きく保守の路線で一

[一橋大学名誉教授]
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込むかもしれません。しかし、選
挙のあとは先の結果と同じ、多数
をとったほうが主導で大連立とい
う可能性がでてきます。財界・マ
スコミが強力に主張しているだけ
に、こうした危険性は濃厚です。
　では、どうするか。いずれにせ
よ、大連立に向かう前には解散総
選挙が濃厚です。このとき、有権
者が保守二大政党のいずれもが掲
げる課題―消費税引き上げ、普天
間辺野古移転、衆参両院定数削減
にノーを突きつければよいのです。
そうすれば、保守二大政党は、選
挙後も容易に大連立には踏み込め
なくなります。いずれにしても、
大連立は日本政治を大きく転換す
る最悪の選択ですから、絶対に止
めなくてはなりません。

出すくらいのことを
やらねばなりません
が、政権維持至上の
菅はやるつもりがな
いからです。
　しかし事態は予断
を許しません。なぜ
なら、菅政権の現状
では、保守支配層が
切望し、菅政権が実
現を約束している消
費税引き上げ、ＴＰ
Ｐ、衆参両院定数削
減、普天間問題の辺
野古決着などはとう
てい無理だからです。
それどころか、１１年度予算関連法
案すら通ることはおぼつかない。
そのため保守支配層の圧力は強く、
早晩何らかのかたちで大連立に向
かわざるをえない公算は高いので
す。
　ではどんな道すじを考えている
のでしょう。今後の予想はつきま
せんが、菅政権がゆきづまって総
辞職する。次に代表選をふまえて
前原政権ができ、前原政権のもと
で解散・総選挙になる。民主党は
減り、自民党は増えるでしょうが、
いずれも過半数にはいかない。た
とえ民主党が相対多数を獲得して
も、逆に自民党が逆転して多数を
握っても、衆参のネジレもなくな
らない。ここで多数をとったほう
のイニシアティブで大連立が登場
する可能性が生まれます。あるい
は、菅政権が解散・総選挙にもち

致する２つの政党―日本では、構
造改革と日米同盟強化で一致する
政党―が交互に政権を担うことで、
構造改革を継続的に遂行し、かつ
改革による矛盾の鬱積を政権交代
でガス抜きすることをめざした体
制ですが、課題遂行の継続と目先
の変化のあいだには大きな矛盾が
あります。
　今回の政権交代でも、この矛盾
が現れました。国民の不満を吸収
するために、民主党政権は自公政
権が推進してきた保守の枠組みを
逸脱せざるをえず、政治を保守の
枠内に戻すために登場した菅政権
は、今度は国民の不信を買って、
支持率低下に悩んでいるからです。
そこで、この矛盾を解決する奇手

・ ・

として出てきたのが大連立なので
す。ところが、大連立も万能では
ありません。これをやると、国民
の前で、保守二大政党はじつは同
じ穴のムジナだということが露呈
してしまいます。大連立で消費税
引き上げは強行できても、次の選
挙では民主党も自民党も苦戦する
でしょう。国民の多くは翼賛体制
を嫌い、別の選択肢を求めて少数
政党に向かうことは必定だからで
す。

 

　ところで、当の民主党も自民党
も、こうした大連立には今のとこ
ろ乗り気ではありません。なぜで
しょうか。自民党は、泥船のよう
な菅政権と大連立を結んで政権延
命に手を貸すことは愚の骨頂、そ
れより解散あるいは総辞職に追い
込んで政権奪還をはかるほうが早
道と考えていますから、菅政権下
では大連立はしない公算が強い。
かたや菅政権も、そうした自民党
と組むには、最低でも菅首相の首
を差し出し、自民党側から首相を

クレスコ編集委員会・全日本教職員組合編集
月刊『クレスコ』３月号より転載（大月書店発行）

わたなべ・おさむ
１９４７年生まれ。専門は政治学、憲法、日本近代政治史。
著書に『新自由主義か新福祉国家か―民主党政権下の日
本の行方』（共著、旬報社）、『憲法９条と２５条・その力
と可能性』（かもがわ出版）、『構造改革政治の時代―小
泉政権論』（花伝社）、『憲法「改正」―軍事大国化・構
造改革から改憲へ』、『安倍政権論―新自由主義から新保
守主義へ』（旬報社）ほか多数。
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資料1
社会保障改革案

　社会保障・税一体改革の検討を集中的に行うため、政府・与党社会保障改革検討本部のもとに設置された社会保障改革に
関する集中検討会議では、２０１１年６月２日にこれまでの議論を勘案し、社会保障改革の具体的方向について取りまとめた。
　政府は、この改革案より「社会保障と税の一体改革」の最終案を策定し、６月中には成案を取りまとめたいとしている。

■ 第１０回社会保障改革に関する集中検討会議　２０１１年６月２日 ■
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資料2
「被災地の自治体からの避難者が、予防接種を
   希望されるときの対応についてのアンケート」

結果概要

　東日本大震災を受け、居住の市町村で定期予防接種を受けることが困難な被災者については、避難先の
市町村で予防接種を受けることになる。
　この取扱いについては、厚生労働省から各都道府県宛に、『東北地方太平洋沖地震に伴う予防接種の取扱
について』として、避難先市町村に予防接種実施の特段の配慮を願う通知が出されているが、もともと市
町村が実施主体であることもあり、取扱いに差異がある状況と考えられる。
　これを受け、京都府保険医協会は、「被災地の自治体からの避難者が予防接種を希望されるときの対応に
ついてのアンケート」を府内全２６市町村宛に４月１２日付で送付。６月１日付で締切り、２５市町村から回答
を得た。回収率は９６.１％。
　なお、京都府の対応としては、府内の被災者に対する定期予防接種については無料。被災地区において、
「予防接種実施願」という依頼書が発行可能な市町村に、定期予防接種実施希望の被災者の住民票がある場
合は、避難先の市町村宛の依頼書を発行してもらう。不可能な場合については、医療機関にて居住地を確
認の上、予防接種を実施するとしている。

【アンケート質問項目】

 Ⅰ．定期接種
 　①ＢＣＧ　②ポリオ　③麻疹・風疹　④三種混合　⑤日本脳炎

【質問項目】
１）被災地の役所機能がなくなり、依頼書がない場合→具体的にお書き下さい。
２）貴自治体宛の依頼書を持参された場合
　　①無料　②自己負担あり（金額　　　　）  ③その他→具体的にお書き下さい。
３）協議中　方向性について具体的にお書きください。

 Ⅱ．任意接種
 　①ヒブワクチン　②小児用肺炎球菌ワクチン　③子宮頸がんワクチン
 　④水ぼうそう　⑤おたふくかぜ

　【質問項目】
１）被災地の役所機能がなくなり、依頼書がない場合→具体的にお書きください。
２）貴自治体宛の依頼書を持参された場合
　　①無料　②自己負担あり（金額　　　　）  ③その他→具体的にお書き下さい。
３）協議中　方向性について具体的にお書きください。

　 Ⅲ．その他

　【質問項目】
１）被災者の予防接種や医療について、被災者や医療機関からの問い合わせがありますか？
２）被災者の予防接種や医療について、お困りになっていることがありますか？
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【アンケート結果概要】

Ⅰ～Ⅱ
　１）被災地の役所機能がなくなり、依頼書がない場合

 Ⅰ．①ＢＣＧ、②ポリオワクチン、③麻疹・風疹、④三種混合、⑤日本脳炎、Ⅱ．①ヒブワクチン、
 ②小児用肺炎球菌ワクチン、③子宮頸がんワクチン

◆ほとんどの市町村が、災害救助法適用地域（東京都を除く）の住民の場合、本人（保護者）からの申
請をもって依頼書があるものとみなす、あるいは、接種実施市町村から予防接種実施願や予診票を発
行し、対応するとしている。

 Ⅱ．④水ぼうそう、⑤おたふくかぜ

◆すべての市町村で公費負担での対応がないため、依頼書の有無に関わらず、市町村民と同様に自己負
担での接種と回答。

Ⅰ～Ⅱ
　２）貴自治体宛の依頼書を持参された場合

　 Ⅰ．①ＢＣＧ、②ポリオワクチン

◆定期接種であるＢＣＧ・ポリオワクチンともに、ほとんどの市町村が無料で対応しているが、ＢＣＧ
では１市町村が「自己負担あり」、１市町村が「協議中」とし、１市町村が「協議中」としている。

◆「自己負担あり」の具体的内容では、「依頼書に基づき実施、医療機関の定める額の自己負担あり」。
◆「協議中」の具体的内容では、ＢＣＧ・ポリオワクチンともに「現在、対象の方がいないので、対象
が出てきた時に対応協議予定」としている。

　 Ⅰ．③麻疹・風疹、④三種混合、⑤日本脳炎

◆自己負担ありとしている市町村の数が増えており、各市町村で対応に差があることが明白となった。
◆３つのワクチンともに同じ回答内容となっており、１５市町村は無料、５市町村が自己負担あり、２市
町村がその他としている。なお、無回答となった３市町村のうち２市町村については、対応を協議中
としている。

　 Ⅱ．①ヒブワクチン、②小児用肺炎球菌ワクチン、③子宮頸がんワクチン

◆１０市町村が無料、６市町村が自己負担あり、３市町村がその他としている。任意接種ということもあ
り、定期接種より自己負担ありとしている市町村が増えた。
◆無回答となった６市町村のうち３市町村は、対応を協議中とし、残り３市町村については、「健康被害
の場合の補償の関係でなし」「災害救助法の適用地域については、住民と同等の対応」「現時点では任
意接種に関しては、被災者の方を補助の対象としていない」と回答している。

　 Ⅱ．④水ぼうそう、⑤おたふくかぜ

　◆無料の市町村はなく、すべての市町村で公費負担での対応なし、あるいは自己負担ありと回答している。

Ⅲ．その他意見欄
　◆市町村に対し、避難されている被災者から予防接種の件で問い合わせがあったことも判明した。
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Ⅰ．定期接種
①ＢＣＧ

具体的内容３）具体的内容２）１）具体的内容

無料

（集団接種）京都市内居住先の各区保健セン
ター・支所で発行する「予防接種実施願」を受
領した場合、各区保健センター・支所で無料
で接種。

京 都 市
※ 

１

無料
依頼書があるものとみなし、無料。

福知山市２

依頼書に基づき、実施。自己負担は医療機関
の定める額。自己負担あり

災害救助法の適応市町村が住民登録地であ
る被災者の申請により、依頼があったものと
みなして、無料で実施。（東京都を除く）

舞 鶴 市３

市民と同様。

無料

被災地の住所地自治体との電話確認の後、本
人（保護者）から市への申出書の提出（事前申
請）により依頼書があったものとみなしま
す。綾部市から予診票を発行。（災害救助法適
用地域のみ）

綾 部 市４

無料
災害救助法適用地域の住民の場合、依頼書が
あったものとみなし、無料で接種できる。宇 治 市５

無料
宮津市民と同様の対応。（集団接種会場にて
無料で接種）宮 津 市６

集団接種。
無料

亀岡市で作成した申出書の提出により、無料
で接種可。亀 岡 市７

集団接種のため。
無料

依頼書があるものとみなし、対応。事前申請、
要。城 陽 市８

無料
本市住民と同様に無料で接種できるように
対応する方向で検討中。向 日 市９

無料
自治体宛の依頼書を持参された場合と同様。

長岡京市10

通常の依頼書で接種する場合と同じ。

無料

母子手帳で接種歴を確認し、問診票を発行す
る。母子手帳がない場合は、保護者に接種歴
を確認のため、申請書を記入していただき、
問診票を発行する。（災害救助法適用地域の
み）

大山崎町11

無料
依頼書がある場合と同様に受けてもらう。

久御山町12

集団接種。
無料

本人申請。
八 幡 市13

無料
厚生労働省からの事務連絡（3/14付）に基づ
き、災害救助法適用地域（東京都を除く）は市
民と同様に扱う。

京田辺市14

井 手 町15

無料
集団接種で受け入れ。本人負担無料。

宇治田原町16

無料
本人申請。

笠 置 町17

無料
本人の申し出により実施。（具体的には協議
中）和 束 町18

無料
被災地からの申し出をもって、住所地の市町
村からの依頼があったものとする。精 華 町19

無料
住所地確認で対応。（役所機能が壊滅してい
ることの）南山城村20

現在、対象の方がないので、対象
が出てきた時に対応協議予定。協議中伊 根 町21

京丹波町予防接種実施要領に基づき、予防接
種を実施する。無料

被災者からの申し出をもって、居住地の長か
らの予防接種実施依頼があったものとして、
予防接種を実施する。

京丹波町22

災害救助法の適用地域については、住民と同
等の対応します。与謝野町23

災害救助法適用地域（東京都を除く）の場合、
市民と同様に無料で接種できる。無料

災害救助法適用地域の住民の場合、依頼書が
あったものとみなし、無料で接種できる。京丹後市24

集団接種。
無料

被災地および役所機能の確認後、集団接種。
（自己負担無）南 丹 市25

ただし、BCG集団接種会場来所に限る。
無料

災害救助法適応地域の方で、依頼書のない場
合はBCG集団接種にて対応。木津川市26

※質問項目１）については、「依頼書の発行が不可能な場合」と訂正。釈 若錫錫錫錫錫



京都保険医新聞

政
策
解
説
資
料

４１第１４４号

２０１１年（平成２３年）６月２5日　毎月５日・ 20日・ 25日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２７８９号

Ⅰ．定期接種
②ポリオ

具体的内容３）具体的内容２）１）具体的内容

無料

（集団接種）京都市内居住先の各区保健セン
ター・支所で発行する「予防接種実施願」を受
領した場合、各区保健センター・支所で無料
で接種。

京 都 市
※ 

１

無料
依頼書があるものとみなし、無料。

福知山市２

集団接種。
無料

災害救助法の適応市町村が住民登録地であ
る被災者の申請により、依頼があったものと
みなして、無料で実施。（東京都を除く）

舞 鶴 市３

集団接種。

無料

被災地の住所地自治体との電話確認の後、本
人（保護者）から市への申出書の提出（事前申
請）により依頼書があったものとみなしま
す。綾部市から予診票を発行。（災害救助法適
用地域のみ）

綾 部 市４

無料
災害救助法適用地域の住民の場合、依頼書が
あったものとみなし、無料で接種できる。宇 治 市５

無料
宮津市民と同様の対応。（集団接種会場にて
無料で接種）宮 津 市６

集団接種
無料

亀岡市で作成した申出書の提出により、無料
で接種可。亀 岡 市７

集団接種のため。
無料

依頼書があるものとみなし、対応。事前申請、
要。城 陽 市８

無料
本市住民と同様に無料で接種できるように
対応する方向で検討中。向 日 市９

無料
自治体宛の依頼書を持参された場合と同様。

長岡京市10

通常の依頼書で接種する場合と同じ。

無料

母子手帳で接種歴を確認し、問診票を発行す
る。母子手帳がない場合は、保護者に接種歴
を確認のため、申請書を記入していただき、
問診票を発行する。（災害救助法適用地域の
み）

大山崎町11

無料
依頼書がある場合と同様に受けてもらう。

久御山町12

集団接種。
無料

本人申請。
八 幡 市13

無料
厚生労働省からの事務連絡（3/14付）に基づ
き、災害救助法適用地域（東京都を除く）は市
民と同様に扱う。

京田辺市14

井 手 町15

無料
集団接種で受け入れ。本人負担無料。

宇治田原町16

無料
本人申請。

笠 置 町17

無料
本人の申し出により実施。（具体的には協議
中）和 束 町18

無料
被災地からの申し出をもって、住所地の市町
村からの依頼があったものとする。精 華 町19

無料
住所地確認で対応。（役所機能が壊滅してい
ることの）南山城村20

現在、対象の方がないので、対象
が出てきた時に対応協議予定。協議中伊 根 町21

京丹波町予防接種実施要領に基づき、予防接
種を実施する。無料

被災者からの申し出をもって、居住地の長か
らの予防接種実施依頼があったものとして、
予防接種を実施する。

京丹波町22

災害救助法の適用地域については、住民と同
等の対応します。与謝野町23

災害救助法適用地域（東京都を除く）の場合、
市民と同様に無料で接種できる。無料

災害救助法適用地域の住民の場合、依頼書が
あったものとみなし、無料で接種できる。京丹後市24

集団接種。
無料

被災地および役所機能の確認後、集団接種。
（自己負担無）南 丹 市25

ポリオ集団接種会場に来所し、実施。
無料

災害救助法適応地域の方で、依頼書のない場
合はポリオ集団接種にて対応。木津川市26

※質問項目１）については、「依頼書の発行が不可能な場合」と訂正。釈 若錫錫錫錫錫



京都保険医新聞

第１４４号４２

２０１１年（平成２３年）６月２5日　毎月５日・ 20日・ 25日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２７８９号

Ⅰ．定期接種
③麻疹・風疹

具体的内容３）具体的内容２）１）具体的内容

無料
京都市内居住先の各区保健センター・支所
で発行する「予防接種実施願」を受領した
場合、京都市予防接種協力医療機関で無料
で接種。

京 都 市
※ 

１

無料依頼書があるものとみなし、無料。福知山市２

依頼書に基づき、実施。自己負担は医療機関
の定める額。自己負担あり

災害救助法の適応市町村が住民登録地で
ある被災者の申請により、依頼があったも
のとみなし、無料で実施。（東京都を除く）

舞 鶴 市３

市民と同様。

無料

被災地の住所地自治体との電話確認の後、
本人（保護者）から市への申出書の提出（事
前申請）により依頼書があったものとみな
します。綾部市から予診票を発行。（災害救
助法適用地域のみ）

綾 部 市４

無料
災害救助法適用地域の住民の場合、依頼書
があったものとみなし、無料で接種でき
る。

宇 治 市５

個別接種にて、実施していますので、接種希
望医療機関宛の依頼書を持参して、医療機関
にて接種。医療機関が請求する自己負担金を
支払い後、住所地で償還払い等の制度を利
用。（住所地により異なる。）

自己負担あり

市民と同様の扱いにて実施。（市発行の予
診票を持参し、委託医療機関にて無料で接
種）宮 津 市６

災害救助法適用市町村で、還付制度がない場
合のみ無料とする。

無料
自己負担あり

亀岡市で作成した申出書の提出により、無
料で接種可。亀 岡 市７

接種。医療機関で決められた金額。
自己負担あり

市民と同様の扱いにて実施。市発行の予診
票を持参し、医療機関にて、無料で接種。事
前申請を要する。

城 陽 市８

災害救助法の適用を受けた地域の住民は、本
市住民と同様に無料で接種できるよう対応
する。その他の地域からの依頼書は医療機関
宛に発行してもらい、接種費用は、依頼元の
自治体の制度に従っていただきたい。

その他

本市住民と同様に対応する方向で検討中。
（無料）

向 日 市９

無料自治体宛の依頼書を持参された場合と同
様。長岡京市10

通常の依頼書で接種する場合と同じ。

無料

母子手帳で接種歴を確認し、問診票を発行
する。母子手帳がない場合は、保護者に接
種歴を確認のため、申請書を記入していた
だき、問診票を発行する。（災害救助法適用
地域のみ）

大山崎町11

依頼書がある場合は、住民票のあ
る自治体で費用を負担していただ
く（立替払い）。依頼書がない場合
は、費用を当町負担でうけてもら
う方向で協議中。

協議中久御山町12

本人申請、個別接種。無料本人申請。八 幡 市13

災害救助法適用地域（東京都を除く）は無料。
その他地域は、自己負担あり。（医療機関で任
意設定）

無料
自己負担あり

厚生労働省からの事務連絡（3/14付）に基
づき、災害救助法適用地域（東京都を除く）
は市民と同様に扱う。

京田辺市14

井 手 町15

無料個別接種。本人負担無料。宇治田原町16

無料本人申請。笠 置 町17

無料本人の申し出等により実施。（具体的には
協議中）和 束 町18

無料被災地からの申し出をもって、住所地の市
町村からの依頼があったものとする。精 華 町19

無料役所機能が壊滅していることを住所地で
確認する。南山城村20

現在、対象の方がないので、対象が
出てきた時に協議対応予定。協議中伊 根 町21

京丹波町予防接種実施要領に基づき、予防接
種を実施する。無料

被災者の申し出をもって、居住地の長から
の予防接種実施依頼があったものとして、
予防接種を実施する。

京丹波町22

災害救助法の適用地域については、住民と
同等の対応します。与謝野町23

災害救助法適用地域（東京都を除く）の場合、
市民と同様に無料で接種できる。無料

災害救助法適用地域の住民の場合、依頼書
があったものとみなし、無料で接種でき
る。

京丹後市24

依頼自治体の対応に準じる。ただし、委託契
約・償還払いがきでない場合は、無料とする。
（南丹市が負担）

その他
被災地および役所機能の確認後、個別接
種。（自己負担無）南 丹 市25

災害救助法適応地域の方で、依頼書は出せる
が、費用負担ができない場合のみ、市民同様
市内医療機関にて接種。ただし、自治体が機
能しており、当市の医療機関と委託契約がで
きる場合、または還付ができる場合は除く。

無料

災害救助法適応地域の方で、依頼書作成が
困難な場合は、無料で市民同様、市内医療
機関にて対応。木津川市26

※質問項目１）については、「依頼書の発行が不可能な場合」と訂正。釈 若錫錫錫錫錫
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４３第１４４号

２０１１年（平成２３年）６月２5日　毎月５日・ 20日・ 25日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２７８９号

Ⅰ．定期接種
④三種混合

具体的内容３）具体的内容２）１）具体的内容

無料
京都市内居住先の各区保健センター・支所
で発行する「予防接種実施願」を受領した
場合、京都市予防接種協力医療機関で無料
で接種。

京 都 市
※ 

１

無料依頼書があるものとみなし、無料。福知山市２

依頼書に基づき、実施。自己負担は医療機関
の定める額。自己負担あり

災害救助法の適応市町村が住民登録地で
ある被災者の申請により、依頼があったも
のとみなして、無料で実施。（東京都を除
く）

舞 鶴 市３

市民と同様。

無料

被災地の住所地自治体との電話確認の後、
本人（保護者）から市への申出書の提出（事
前申請）により依頼書があったものとみな
します。綾部市から予診票を発行。（災害救
助法適用地域のみ）

綾 部 市４

無料
災害救助法適用地域の住民の場合、依頼書
があったものとみなし、無料で接種でき
る。

宇 治 市５

個別接種にて、実施していますので、接種希
望医療機関宛の依頼書を持参して、医療機関
にて接種。医療機関が請求する自己負担金を
支払い後、住所地で償還払い等の制度を利
用。（住所地により異なる。）

自己負担あり

市民と同様の扱いにて実施。（市発行の予
診票を持参し、委託医療機関にて無料で接
種）宮 津 市６

災害救助法適用市町村で、還付制度がない場
合のみ無料とする。

無料
自己負担あり

亀岡市で作成した申出書の提出により、無
料で接種可。亀 岡 市７

接種。医療機関で決められた金額。
自己負担あり

市民と同様の扱いにて実施。市発行の予診
票を持参し、医療機関にて、無料で接種。事
前申請を要する。

城 陽 市８

災害救助法の適用を受けた地域の住民は、本
市住民と同様に無料で接種できるよう対応
する。その他の地域からの依頼書は医療機関
宛に発行してもらい、接種費用は、依頼元の
自治体の制度に従っていただきたい。

その他

本市住民と同様に対応する方向で検討中。
（無料）

向 日 市９

無料自治体宛の依頼書を持参された場合と同
様。長岡京市10

通常の依頼書で接種する場合と同じ。

無料

母子手帳で接種歴を確認し、問診票を発行
する。母子手帳がない場合は、保護者に接
種歴を確認のため、申請書を記入していた
だき、問診票を発行する。（災害救助法適用
地域のみ）

大山崎町11

依頼書がある場合は、住民票のあ
る自治体で費用を負担していただ
く（立替払い）。依頼書がない場合
は、費用を当町負担でうけてもら
う方向で協議中。

協議中久御山町12

本人申請、個別接種。無料本人申請。八 幡 市13

災害救助法適用地域（東京都を除く）は無料。
その他地域は、自己負担あり。（医療機関で任
意設定）

無料
自己負担あり

厚生労働省からの事務連絡（3/14付）に基
づき、災害救助法適用地域（東京都を除く）
は市民と同様に扱う。

京田辺市14

井 手 町15

無料個別接種。本人負担無料。宇治田原町16

無料本人申請。笠 置 町17

無料本人の申し出等により実施。（具体的には
協議中）和 束 町18

無料被災地からの申し出をもって、住所地の市
町村からの依頼があったものとする。精 華 町19

無料役所機能が壊滅していることを住所地で
確認する。南山城村20

現在、対象の方がないので、対象が
出てきた時に協議対応予定。協議中伊 根 町21

京丹波町予防接種実施要領に基づき、予防接
種を実施する。無料

被災者の申し出をもって、居住地の長から
の予防接種実施依頼があったものとして、
予防接種を実施する。

京丹波町22

災害救助法の適用地域については、住民と
同等の対応します。与謝野町23

災害救助法適用地域（東京都を除く）の場合、
市民と同様に無料で接種できる。無料

災害救助法適用地域の住民の場合、依頼書
があったものとみなし、無料で接種でき
る。

京丹後市24

依頼自治体の対応に準じる。ただし、委託契
約・償還払いがきでない場合は、無料とする。
（南丹市が負担）

その他
被災地および役所機能の確認後、個別接
種。（自己負担無）南 丹 市25

災害救助法適応地域の方で、依頼書は出せる
が、費用負担ができない場合のみ、市民同様
市内医療機関にて接種。ただし、自治体が機
能しており、当市の医療機関と委託契約がで
きる場合、または還付ができる場合は除く。

無料

災害救助法適応地域の方で、依頼書作成が
困難な場合は、無料で市民同様、市内医療
機関にて対応。木津川市26

※質問項目１）については、「依頼書の発行が不可能な場合」と訂正。釈 若錫錫錫錫錫



京都保険医新聞

第１４４号４４

２０１１年（平成２３年）６月２5日　毎月５日・ 20日・ 25日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２７８９号

Ⅰ．定期接種
⑤日本脳炎

具体的内容３）具体的内容２）１）具体的内容

無料
京都市内居住先の各区保健センター・支所
で発行する「予防接種実施願」を受領した
場合、京都市予防接種協力医療機関で無料
で接種。

京 都 市
※ 

１

無料依頼書があるものとみなし、無料。福知山市２

依頼書に基づき、実施。自己負担は医療機関
の定める額。自己負担あり

災害救助法の適応市町村が住民登録地で
ある被災者の申請により、依頼があったも
のとみなして、無料で実施。（東京都を除
く）

舞 鶴 市３

市民と同様。

無料

被災地の住所地自治体との電話確認の後、
本人（保護者）から市への申出書の提出（事
前申請）により依頼書があったものとみな
します。綾部市から予診票を発行。（災害救
助法適用地域のみ）

綾 部 市４

無料
災害救助法適用地域の住民の場合、依頼書
があったものとみなし、無料で接種でき
る。

宇 治 市５

個別接種にて、実施していますので、接種希
望医療機関宛の依頼書を持参して、医療機関
にて接種。医療機関が請求する自己負担金を
支払い後、住所地で償還払い等の制度を利
用。（住所地により異なる。）

自己負担あり

市民と同様の扱いにて実施。（市発行の予
診票を持参し、委託医療機関にて無料で接
種）宮 津 市６

災害救助法適用市町村で、還付制度がない場
合のみ無料とする。

無料
自己負担あり

亀岡市で作成した申出書の提出により、無
料で接種可。亀 岡 市７

接種。医療機関で決められた金額。
自己負担あり

市民と同様の扱いにて実施。市発行の予診
票を持参し、医療機関にて、無料で接種。事
前申請を要する。

城 陽 市８

災害救助法の適用を受けた地域の住民は、本
市住民と同様に無料で接種できるよう対応
する。その他の地域からの依頼書は医療機関
宛に発行してもらい、接種費用は、依頼元の
自治体の制度に従っていただきたい。

その他

本市住民と同様に対応する方向で検討中。
（無料）

向 日 市９

無料自治体宛の依頼書を持参された場合と同
様。長岡京市10

通常の依頼書で接種する場合と同じ。

無料

母子手帳で接種歴を確認し、問診票を発行
する。母子手帳がない場合は、保護者に接
種歴を確認のため、申請書を記入していた
だき、問診票を発行する。（災害救助法適用
地域のみ）

大山崎町11

依頼書がある場合は、住民票のあ
る自治体で費用を負担していただ
く（立替払い）。依頼書がない場合
は、費用を当町負担でうけてもら
う方向で協議中。

協議中久御山町12

本人申請、個別接種。無料本人申請。八 幡 市13

災害救助法適用地域（東京都を除く）は無料。
その他地域は、自己負担あり。（医療機関で任
意設定）

無料
自己負担あり

厚生労働省からの事務連絡（3/14付）に基
づき、災害救助法適用地域（東京都を除く）
は市民と同様に扱う。

京田辺市14

井 手 町15

無料個別接種。本人負担無料。宇治田原町16

無料本人申請。笠 置 町17

無料本人の申し出等により実施。（具体的には
協議中）和 束 町18

無料被災地からの申し出をもって、住所地の市
町村からの依頼があったものとする。精 華 町19

無料役所機能が壊滅していることを住所地で
確認する。南山城村20

現在、対象の方がないので、対象が
出てきた時に協議対応予定。協議中伊 根 町21

京丹波町予防接種実施要領に基づき、予防接
種を実施する。無料

被災者の申し出をもって、居住地の長から
の予防接種実施依頼があったものとして、
予防接種を実施する。

京丹波町22

災害救助法の適用地域については、住民と
同等の対応します。与謝野町23

災害救助法適用地域（東京都を除く）の場合、
市民と同様に無料で接種できる。無料

災害救助法適用地域の住民の場合、依頼書
があったものとみなし、無料で接種でき
る。

京丹後市24

依頼自治体の対応に準じる。ただし、委託契
約・償還払いがきでない場合は、無料とする。
（南丹市が負担）

その他
被災地および役所機能の確認後、個別接
種。（自己負担無）南 丹 市25

災害救助法適応地域の方で、依頼書は出せる
が、費用負担ができない場合のみ、市民同様
市内医療機関にて接種。ただし、自治体が機
能しており、当市の医療機関と委託契約がで
きる場合、または還付ができる場合は除く。

無料

災害救助法適応地域の方で、依頼書作成が
困難な場合は、無料で市民同様、市内医療
機関にて対応。木津川市26

※質問項目１）については、「依頼書の発行が不可能な場合」と訂正。釈 若錫錫錫錫錫
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Ⅱ．任意接種
①ヒブワクチン

具体的内容３）具体的内容２）１）具体的内容
被災前の住所が災害救助法適用地域（ただ
し、東京都を除く）にある人で、京都市内居住
先の各区保健センター・支所で発行する「予
防接種実施願」を受領した場合、京都市予防
接種協力医療機関で無料で接種。

無料京 都 市１

無料依頼書があるものとみなし、無料。福知山市２

住民登録地の行政措置として、舞鶴市が依頼
を受けて実施。自己負担あり

災害救助法の適応市町村（東京都を除く）
が住民登録地である被災者の申請により、
舞鶴市の行政措置として、無料で実施。

舞 鶴 市３

無料

被災地の住民自治体との電話確認後、本人
（保護者）から市への申出書の提出（事前申
請）により依頼書があったものとみなしま
す。綾部市から予診票を発行。（災害救助法
の適用地域のみ）

綾 部 市４

無料
災害救助法適用地域の住民の場合、本市の
接種促進事業にのっとり、無料で接種でき
る。

宇 治 市５

接種希望医療機関宛の依頼書を持参して、医
療機関にて接種。医療機関が請求する自己負
担を支払い後、住所地で償還払い等の制度を
利用。（住所地により異なる。）

自己負担あり

市民と同様の扱いにて実施。市発行の予診
票を持参し、医療機関にて、無料で接種。宮 津 市６

災害救助法適用市町村で、還付制度がない場
合のみ無料とする。

無料
自己負担あり

亀岡市で作成した申出書の提出により、無
料で接種可。亀 岡 市７

自己負担あり
市民と同様の扱いにて実施。市発行の予診
票を持参し、医療機関にて、無料で接種。事
前申請を要する。

城 陽 市８

災害救助法の適用を受けた地域の住民は、本
市住民と同様に無料で接種できるよう対応
する。その他の地域からの依頼書は医療機関
宛に発行してもらい、接種費用は、依頼元の
自治体の制度に従っていただきたい。

その他

本市住民と同様に対応する方向で検討中。
（H24年３月31日まで無料）

向 日 市９

無料自治体宛の依頼書を持参された場合と同
様。長岡京市10

通常の依頼書で接種する場合と同じ。（住所
地の自治体の制度に則る）

自己負担あり

母子手帳で接種歴を確認し、問診票を発行
する。母子手帳がない場合は、保護者に接
種歴を確認のため、申請書を記入していた
だき、問診票を発行する。（災害救助法適用
地域のみ）

大山崎町11

依頼書がある場合は、住民票のあ
る自治体で費用を負担していただ
く（立替払い）。依頼書がない場合
は、費用を当町負担でうけてもら
う方向で協議中。

協議中久御山町12

健康被害の場合の保障の関係でなし。八 幡 市13

災害救助法適用地域（東京都を除く）は無料。
その他地域は、自己負担あり。（医療機関で任
意設定）

無料
自己負担あり

厚生労働省からの事務連絡（3/14付）に基
づき、災害救助法適用地域（東京都を除く）
は市民と同様に扱う。

京田辺市14

井 手 町15

無料個別接種。本人負担無料。宇治田原町16

無料本人申請。笠 置 町17

無料本人の申し出等により実施。（具体的には
協議中）和 束 町18

無料被災者からの申し出をもって、住所地の市
町村からの依頼があったものとする。精 華 町19

任意接種については、健康被害の
対応のこともあいまいになるの
で、対応しない方向。

協議中南山城村20

現在、対象の方がないので、対象が
出てきた時に協議対応予定。協議中伊 根 町21

平成23年度京丹波町子宮頸がん等ワクチン
接種緊急促進事業実施要領に基づき、実施す
る。

無料
被災者の申し出をもって、居住地の長から
の予防接種実施依頼があったものとして、
予防接種を実施する。

京丹波町22

災害救助法の適用地域については、住民と
同等の対応します。与謝野町23

補助しない。その他補助しない。京丹後市24

依頼自治体の対応に準じる。ただし、委託契
約・償還払いがきでない場合は、無料とする。
（南丹市が負担）

その他
被災地および役所機能の確認後、公費負担
の実施状況を確認し、公費負担実施であれ
ば個別接種。（自己負担無）

南 丹 市25

現時点では、任意接種に関しては、被災者
の方を補助の対象としておりません。木津川市26
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Ⅱ．任意接種
②小児用肺炎球菌ワクチン

具体的内容３）具体的内容２）１）具体的内容
被災前の住所が災害救助法適用地域（ただ
し、東京都を除く）にある人で、京都市内居住
先の各区保健センター・支所で発行する「予
防接種実施願」を受領した場合、京都市予防
接種協力医療機関で無料で接種。

無料京 都 市１

無料依頼書があるものとみなし、無料。福知山市２

住民登録地の行政措置として、舞鶴市が依頼
を受けて実施。自己負担あり

災害救助法の適応市町村（東京都を除く）
が住民登録地である被災者の申請により、
舞鶴市の行政措置として、無料で実施。

舞 鶴 市３

無料

被災地の住民自治体との電話確認後、本人
（保護者）から市への申出書の提出（事前申
請）により依頼書があったものとみなしま
す。綾部市から予診票を発行。（災害救助法
の適用地域のみ）

綾 部 市４

無料
災害救助法適用地域の住民の場合、本市の
接種促進事業にのっとり、無料で接種でき
る。

宇 治 市５

接種希望医療機関宛の依頼書を持参して、医
療機関にて接種。医療機関が請求する自己負
担を支払い後、住所地で償還払い等の制度を
利用。（住所地により異なる。）

自己負担あり

市民と同様の扱いにて実施。市発行の予診
票を持参し、医療機関にて、無料で接種。宮 津 市６

災害救助法適用市町村で、還付制度がない場
合のみ無料とする。

無料
自己負担あり

亀岡市で作成した申出書の提出により、無
料で接種可。亀 岡 市７

自己負担あり
市民と同様の扱いにて実施。市発行の予診
票を持参し、医療機関にて、無料で接種。事
前申請を要する。

城 陽 市８

災害救助法の適用を受けた地域の住民は、本
市住民と同様に無料で接種できるよう対応
する。その他の地域からの依頼書は医療機関
宛に発行してもらい、接種費用は、依頼元の
自治体の制度に従っていただきたい。

その他

本市住民と同様に対応する方向で検討中。
（H24年３月31日まで無料）

向 日 市９

無料自治体宛の依頼書を持参された場合と同
様。長岡京市10

通常の依頼書で接種する場合と同じ。

自己負担あり

母子手帳で接種歴を確認し、問診票を発行
する。母子手帳がない場合は、保護者に接
種歴を確認のため、申請書を記入していた
だき、問診票を発行する。（災害救助法適用
地域のみ）

大山崎町11

依頼書がある場合は、住民票のあ
る自治体で費用を負担していただ
く（立替払い）。依頼書がない場合
は、費用を当町負担でうけてもら
う方向で協議中。

協議中久御山町12

健康被害の場合の保障の関係でなし。八 幡 市13

災害救助法適用地域（東京都を除く）は無料。
その他地域は、自己負担あり。（医療機関で任
意設定）

無料
自己負担あり

厚生労働省からの事務連絡（3/14付）に基
づき、災害救助法適用地域（東京都を除く）
は市民と同様に扱う。

京田辺市14

井 手 町15

無料個別接種。本人負担無料。宇治田原町16

無料本人申請。笠 置 町17

無料本人の申し出等により実施。（具体的には
協議中）和 束 町18

無料被災者からの申し出をもって、住所地の市
町村からの依頼があったものとする。精 華 町19

任意接種については、健康被害の
対応のこともあいまいになるの
で、対応しない方向。

協議中南山城村20

現在、対象の方がないので、対象が
出てきた時に協議対応予定。協議中伊 根 町21

平成23年度京丹波町子宮頸がん等ワクチン
接種緊急促進事業実施要領に基づき、実施す
る。

無料
被災者の申し出をもって、居住地の長から
の予防接種実施依頼があったものとして、
予防接種を実施する。

京丹波町22

災害救助法の適用地域については、住民と
同等の対応します。与謝野町23

補助しない。その他補助しない。京丹後市24

依頼自治体の対応に準じる。ただし、委託契
約・償還払いがきでない場合は、無料とする。
（南丹市が負担）

その他
被災地および役所機能の確認後、公費負担
の実施状況を確認し、公費負担実施であれ
ば個別接種。（自己負担無）

南 丹 市25

現時点では、任意接種に関しては、被災者
の方を補助の対象としておりません。木津川市26
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Ⅱ．任意接種
③子宮頸がんワクチン

具体的内容３）具体的内容２）１）具体的内容
被災前の住所が災害救助法適用地域（ただ
し、東京都を除く）にある人で、京都市内居住
先の各区保健センター・支所で発行する「予
防接種実施願」を受領した場合、京都市予防
接種協力医療機関で無料で接種。

無料京 都 市１

無料依頼書があるものとみなし、無料。福知山市２

住民登録地の行政措置として、舞鶴市が依頼
を受けて実施。自己負担あり

災害救助法の適応市町村（東京都を除く）
が住民登録地である被災者の申請により、
舞鶴市の行政措置として、無料で実施。

舞 鶴 市３

無料

被災地の住民自治体との電話確認後、本人
（保護者）から市への申出書の提出（事前申
請）により依頼書があったものとみなしま
す。綾部市から予診票を発行。（災害救助法
の適用地域のみ）

綾 部 市４

無料
被災地の避難者が接種を希望する場合、被
災地の自治体の住民であることを確認し
たうえで、無料で接種する。

宇 治 市５

接種希望医療機関宛の依頼書を持参して、医
療機関にて接種。医療機関が請求する自己負
担を支払い後、住所地で償還払い等の制度を
利用。（住所地により異なる。）

自己負担あり

市民と同様の扱いにて実施。市発行の予診
票を持参し、医療機関にて、無料で接種。宮 津 市６

災害救助法適用市町村で、還付制度がない場
合のみ無料とする。

無料
自己負担あり

亀岡市で作成した申出書の提出により、無
料で接種可。亀 岡 市７

自己負担あり
市民と同様の扱いにて実施。市発行の予診
票を持参し、医療機関にて、無料で接種。事
前申請を要する。

城 陽 市８

災害救助法の適用を受けた地域の住民は、本
市住民と同様に無料で接種できるよう対応
する。その他のちいきからの依頼書は医療機
関宛に発行してもらい、接種ひようは、依頼
元の自治体の制度に従っていただきたい。

その他

本市住民と同様に対応する方向で検討中
（H24年３月31日まで無料）

向 日 市９

無料自治体宛の依頼書を持参された場合と同
様。長岡京市10

通常の依頼書で接種する場合と同じ。

自己負担あり

母子手帳で接種歴を確認し、問診票を発行
する。母子手帳がない場合は、保護者に接
種歴を確認のため、申請書を記入していた
だき、問診票を発行する。（災害救助法適用
地域のみ）

大山崎町11

依頼書がある場合は、住民票のあ
る自治体で費用を負担していただ
く（立替払い）。依頼書がない場合
は、費用を当町負担でうけてもら
う方向で協議中。

協議中久御山町12

健康被害の場合の保障の関係でなし。八 幡 市13

災害救助法適用地域（東京都を除く）は無料。
その他地域は、自己負担あり。（医療機関で任
意設定）

無料
自己負担あり

厚生労働省からの事務連絡（3/14付）に基
づき、災害救助法適用地域（東京都を除く）
は市民と同様に扱う。

京田辺市14

井 手 町15

無料個別接種。本人負担無料。宇治田原町16

無料本人申請。笠 置 町17

無料本人の申し出で実施。（具体的には協議中）和 束 町18

無料被災者からの申し出をもって、住所地の市
町村からの依頼があったものとする。精 華 町19

ワクチン数の確保も困難な様子な
ので、接種は避ける方向協議中南山城村20

現在、対象の方がないので、対象が
出てきた時に協議対応予定。協議中伊 根 町21

平成23年度京丹波町子宮頸がん等ワクチン
接種緊急促進事業実施要領に基づき、予防接
種を実施する。

無料
被災者からの申し出をもって、居住地の長
からの予防接種実施依頼があったものと
して、予防接種を実施する。

京丹波町22

災害救助法の適用地域については、住民と
同等の対応します。与謝野町23

補助しない。その他補助しない。京丹後市24

依頼自治体の対応に準じる。ただし、委託契
約・償還払いがきでない場合は、無料とする。
（南丹市が負担）

その他
被災地および役所機能の確認後、公費負担
の実施状況を確認し、公費負担実施であれ
ば個別接種。（自己負担無）

南 丹 市25

現時点では、任意接種に関しては、被災者
の方を補助の対象としておりません。木津川市26
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Ⅱ．任意接種
④水ぼうそう

具体的内容３）具体的内容２）１）具体的内容

京都市では当該予防接種事業を実施して
いない。京 都 市１

自己負担あり依頼書の有無にかかわらず有料。福知山市２

公費負担なく、対応していない。舞 鶴 市３

対応なし。（綾部市では、当該予防接種事業
を実施していません。）綾 部 市４

自己負担あり無料で接種できません。宇 治 市５

任意接種なので、医療機関とのやりとりにな
ります。自己負担あり任意接種なので、本人と医療機関とのやり

とりになります。宮 津 市６

亀岡市民と同様で対応なし。亀 岡 市７

任意接種ですので、対応できません。その他任意接種ですので、対応できません。城 陽 市８

本市の事業として取り組んでいないため、
対応は考えていない。向 日 市９

任意接種扱い。下記設問に該当なし。長岡京市10

任意予防接種のため、対応しない。その他任意予防接種のため、対応しない。大山崎町11

対象者と医療機関との関係で接種してい
ただくことになる。久御山町12

元々、任意で自費のため、なし。八 幡 市13

任意接種のため、市は関与してない。京田辺市14

井 手 町15

自己負担あり費用助成なし。宇治田原町16

任意予防接種のため、対応できない。その他任意予防接種のため、対応できない。笠 置 町17

依頼書の有無にかかわらず、全額
自己負担で接種。協議中和 束 町18

自己負担あり町としても任意接種のため、対応がきでな
い。精 華 町19

村民の方も任意で医療機関に行か
れてる状態なので、村としての対
応はしない。

協議中南山城村20

現在、対象の方がないので、対象が
出てきた時に協議対応予定。（町民
も任意接種で、自費で接種してい
るので、同様の対応になるかと思
います。）

協議中伊 根 町21

町としての公費負担は行っておらず、希望の
医療機関にて、実費での接種を受けていただ
く。

その他
町としての公費負担は行っておらず、希望
の医療機関にて、実費での接種を受けてい
ただく。

京丹波町22

公費負担で実施しておらず。対応不可。その他公費負担で実施しておらず。対応不可。与謝野町23

補助しない。その他補助しない。京丹後市24

個人で医療機関に予約し、接種。（自己負
担）南 丹 市25

現時点では、任意接種に関しては、被災者
の方を補助の対象としておりません。木津川市26
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Ⅱ．任意接種
⑤おたふくかぜ

具体的内容３）具体的内容２）１）具体的内容

京都市では当該予防接種事業を実施して
いない。京 都 市１

自己負担あり依頼書の有無にかかわらず有料。福知山市２

公費負担なく、対応していない。舞 鶴 市３

対応なし。（綾部市では、当該予防接種事業
を実施していません。）綾 部 市４

自己負担あり無料で接種できません。宇 治 市５

任意接種なので、医療機関とのやりとりにな
ります。自己負担あり任意接種なので、本人と医療機関とのやり

とりになります。宮 津 市６

亀岡市民と同様で対応なし。亀 岡 市７

任意接種ですので、対応できません。その他任意接種ですので、対応できません。城 陽 市８

本市の事業として取り組んでいないため、
対応は考えていない。向 日 市９

任意接種扱い。下記設問に該当なし。長岡京市10

任意予防接種のため、対応しない。その他任意予防接種のため、対応しない。大山崎町11

対象者と医療機関との関係で接種してい
ただくことになる。久御山町12

元々、任意で自費のため、なし。八 幡 市13

任意接種のため、市は関与していない。京田辺市14

井 手 町15

自己負担あり費用助成なし。宇治田原町16

任意予防接種のため、対応できない。その他任意予防接種のため、対応できない。笠 置 町17

依頼書の有無にかかわらず、全額
自己負担で接種。協議中和 束 町18

自己負担あり町としても任意接種のため、対応がきでな
い。精 華 町19

村として接種の取り組みはしてお
らず、保護者が医療機関に出向い
て接種されている状況なので、関
与せず。

協議中南山城村20

現在、対象の方がないので、対象が
出てきた時に協議対応予定。（町民
も任意接種で、自費で接種してい
るので、同様の対応になるかと思
います。）

協議中伊 根 町21

町としての公費負担は行っておらず、希望の
医療機関にて、実費での接種を受けていただ
く。

その他
町としての公費負担は行っておらず、希望
の医療機関にて、実費での接種を受けてい
ただく。

京丹波町22

公費負担で実施しておらず。対応不可。その他公費負担で実施しておらず。対応不可。与謝野町23

補助しない。その他補助しない。京丹後市24

個人で医療機関に予約し、接種。（自己負
担）南 丹 市25

現時点では、任意接種に関しては、被災者
の方を補助の対象としておりません。木津川市26
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Ⅲ．その他

２）１）

被災者の予防接種の方法について→本ア
ンケートに回答した内容を返答している。京 都 市１

接種の実施の有無、接種費用について問い
合わせがあります。福知山市２

舞 鶴 市３

綾 部 市４

なし。なし。宇 治 市５

どこの市町村在住の方を、宮津市民と同じ扱
いとすればいいのか、具体的に示していただ
けると対処しやすいのでは。

東京から帰省されていた方２名、牛久市の
方１名から問い合わせあり。東京からの方
１名は、接種間隔期間も充分あり、２・３日
後に自宅に戻る予定となっていたが、依頼
書にて宮津で接種した。

宮 津 市６

予防接種希望者から連絡が入り、すでに数
件対応しています。亀 岡 市７

予防接種の受け方など。城 陽 市８

災害救助法の適用を受けた地域住民から
の問い合わせはないが、自主避難された方
の依頼書による予防接種は数件対応して
いる。他の乳幼児健診や健康相談なども利
用してもらっている。

向 日 市９

なし。なし。長岡京市10

大山崎町11

久御山町12

予防接種や健診の受け方。予防接種や健診の受け方。八 幡 市13

京田辺市14

井 手 町15

なし。宇治田原町16

笠 置 町17

なし。和 束 町18

精 華 町19

ありません。ありません。南山城村20

なし。なし。伊 根 町21

京丹波町22

現在のところ、ありません。現在のところ、ありません。与謝野町23

特になし。京丹後市24

南 丹 市25

木津川市26



２０１０年度（平成２２年度）第２２回
【各担当部報告】
〈総務部会〉
１．週間行事予定表の確認
２．今週の医療情報
３．第７回ＩＣＴ検討委員会（４月21日）状況
４．新規開業会員訪問（５月２日）状況

〈経営部会〉
１．第10回保団連共済部会（４月24日）状況
２．経営相談室（４月27日）状況

〈政策部会〉
１．子どものいのちと健康を守ろう！元気フェス

タin京都第２回実行委員会（４月17日）状況
２．第10回近畿反核医師懇談会（５月８日）状況

〈保険部会〉
１．第６回医事担当者連絡会議（４月28日）状況
２．指導、監査学習会「京都府における指導、監

査の実態～その時、あなたはどう対応します
か？」（４月27日）状況

３．保険審査通信検討委員会（５月６日）状況
【各部会報告】
１．各部会（保険部会：５月６日）状況と決定事

項確認の件
　①地区懇談会の開催日程及び当面の出席確認の

件
　②東日本大震災対策の件
　③新点数・診療報酬改善対策
　１）保団連「2012年診療報酬・介護報酬改定

に向けた保団連要求（案）に対する協会
討議のお願いとご意見の提出のお願い」
への対応の件

　２）診療報酬改善対策委員会の件
④医療ＩＴ化問題対策
　１）医療ＩＴ化問題対策の今後の件
⑤保対策（社保、国保、後期高齢者、労災）
　１）レセプトの点検の件
　２）薬剤師会との懇談会の件
　３）リハビリ及びリハビリ施設対策の件
　４）経営部会「従業員研修会」への協力の件

　⑥公費負担医療対策（生保、その他公費、福祉
医療）
　１）『公費負担医療等の』改訂版発行に伴う説

明会の開催の件

　⑦審査、指導、監査対策
　１）指導、監査に関する相談の件
　２）指導対策懇談会（仮称）の開催の件
　３）『保険医のための指導、監査対策ＤＶＤ』

の企画の件
　４）新規個別指導対策の件

　⑧医療施設問題対策（病院・有床診療所対策）
　１）施設基準適時調査関係の件
　２）医事担当者連絡会議の件
　３）入院中の他医療機関受診についての件

　⑨研究会関係
　　１）社会保険研究会の件

【各担当部議事】
〈総務部会〉
１．前回理事会（４月26日）要録と決定事項の確認
２．保団連全国事務局長会議への出席の件
３．2010年度３月分収支月計表報告状況確認の件
４．Skype会議用のビデオカメラの購入の件
５．４月度会員増減状況
６．会員入退会及び異動に関する承認の件

〈医療安全対策部会〉
１．医療機関側との懇談の件

〈政策部会〉
１．子どものいのちと健康を守ろう！元気フェス

タin京都（４月24日）状況確認の件
２．福祉国家と基本法研究会「社会保障基本法・憲

章2011起草委員会」（５月１日）状況確認の件
３．環境対策委員会開催の件
４．生存権裁判最高裁宛署名への協力依頼の件
５．『京都保険医新聞』（第2784号）合評の件

〈保険部会〉
１．2011年４月度国保合同審査委員会（４月20日）
状況確認の件

２．東日本大震災被災地支援（５月１～５日）状
況確認の件

　　《以上１４件の議事について承認》

２０１０年度（平成２２年度）第２３回
【特別討議】
１．2012年診療報酬・介護報酬改定に向けた保団
連要求（案）の検討
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【各担当部報告】
〈総務部会〉
１．週間行事予定表の確認
２．今週の医療情報
３．第８回ＩＣＴ検討委員会（５月19日）状況

〈経営部会〉
１．新しく医療機関に勤められた方のための研修

会（５月11日）状況
２．税務記帳講習会開催（５月12日）状況
３．年金普及会員訪問状況
４．傷害疾病保険審査会（５月17日）状況
５．金融共済委員会（５月18日）状況
６．病院訪問（５月19日）状況

〈医療安全対策部会〉
１．医療機関側との懇談状況
２．法律相談室（５月19日）状況
３．医療事故案件調査委員会（５月20日）状況
４．医療事故案件調査委員との懇談会（５月21日）
状況

５．医師賠償責任保険処理室会（５月23日）状況
〈政策部会〉
１．2011年度保団連第１回公害環境対策部会（５
月15日）状況

２．京都社保協運営委員会（５月19日）状況
３．環境対策委員会（５月20日）状況
４．環境講演会（５月21日）状況

〈保険部会〉
１．第640回社会保険研究会（５月14日）状況
２．京都市生活保護医療個別指導立ち会い（５月

18日）状況
３．Ｎ病院適時調査院内学習会（５月19日）状況
４．京都府・京都市生活保護連絡協議会事務打ち

合わせ準備会議（５月20日）状況
【各部会報告】
１．各部会（５月10日）状況と決定事項確認の件

〈総務部会〉
①創立62周年記念品の件
②第64回定期総会関連の件
③2010年度３月分収支月計表報告状況の件
④2010年度決算の件
⑤2011年度予算の基本方針の件
⑥東日本大震災義援金の件
⑦2010年度会計監査の件
⑧３月度会員増減状況、新規開業入会会員訪問の
件

⑨組織担当者交流会の件
⑩保団連勤務医交流会の件
⑪新規開業医のための基礎講習会の件
⑫冷泉家時雨亭文庫について会報誌の件
⑬文化企画（行事）の年間スケジュールの件
⑭ホテルモントレ京都「京都府保険医協会プラン」
の件

⑮若手会員や会員ご子息のための交流企画の件
⑯Skypeでの会議用ビデオカメラの購入の件
⑰第８回ＩＣＴ検討委員会の件
⑱地区医師会報（乙訓医師会報第585号、西京医師
会報第238号）回覧の件

〈経営部会〉
①2010年度業務進捗状況および2011年度事業計画
の件

②次年度理事の留任の件
③生保担当者との同行訪問予定確認の件
④保険医年金第２弾パンフレット発送予定確認の
件

⑤隣接協会への損保ジャパンの医賠拡大の件
⑥損保ジャパン京都支店長との懇談状況確認の件
⑦ペット保険報告の件
⑧３月度代議員アンケート集計結果報告の件
⑨アミス事業関連進捗状況報告の件
⑩今後のスケジュール確認の件

〈医療安全対策部会〉
①紛争状況報告の件
②特別企画座談会「医療安全対策」に対する講師
派遣依頼の件

③勧告書発送内容の事前点検の件
④医賠責Ａ型（100万円未満開業医）の他府県、特
に近畿ブロック管内での拡大販売の件

⑤医療事故案件調査委員との懇談会の出席状況の
件

⑥「医療安全研修ＤＶＤ」等の販売状況等報告の件
〈政策部会〉
①５月度部会スケジュール確認の件
②次年度方針検討の件
③皆保険50周年講演会確認の件
④福祉国家と基本法研究会確認の件
⑤４月度代議員月例アンケート確認の件
⑥「子どものいのちと健康を守ろう！元気フェス
タin 京都」状況報告の件

⑦京都式地域包括ケアと介護保険見直しへの対応
確認の件
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⑧出版関連事項の確認の件
⑨京都社保協運営委員会及び「介護保険部会」の
事務局派遣確認の件

⑩ワクチン問題関連事項の確認の件
⑪反核・平和関連事項の確認の件
⑫環境対策関連事項の確認の件
⑬福島原発事故関連事項の確認の件

【各担当部議事】
〈総務部会〉
１．前回理事会（５月24日）要録と決定事項の確認
２．６月中の会合等諸行事及び出席者確認の件
３．2011年度理事会等スケジュール（案）確認の件
４．臨時正副理事長会議開催の件
５．各部会開催の件
６．正副理事長会議（５月12日）状況確認の件
７．岩手・宮城・福島３協会への義援金送金の件
８．関係団体総会への出席の件
９．新旧理事者・事務局懇親会開催の件
10．亀岡市・船井医師会との懇談会（５月７日）
状況確認の件

11．舞鶴医師会との懇談会（４月23日）状況確認
の件

12．会費免除申請の件
13．会員入退会及び異動に関する承認の件
14．新規開業未入会会員訪問の件

〈経営部会〉
１．年金普及会員訪問の件

〈医療安全対策部会〉
１．社団法人日本眼科医会の特別企画座談会の講

師派遣依頼の件
〈政策部会〉
１．国会議員要請の件
２．出版編集会議開催の件
３．皆保険50周年講演会開催の件
４．保険医新聞座談会開催の件
５．第４回地域包括ケア検討委員会開催の件
６．『京都保険医新聞』（第2785号）合評の件

〈保険部会〉
１．『公費負担医療等の手引』改訂版編集会議参加

の件
２．岩手県保険医協会主催「在宅医療点数の説明

会」への講師派遣の件
３．中医協総会（５月18日）概況報告の件

〈総会関連議事〉
１．2010年度下半期各部会会務報告確認の件

　　《以上、７３件の議事について承認》

２０１１年度（平成２３年度）第１回
１．理事長挨拶
２．2011年度・2012年度理事者紹介と担当部会、
理事会開催日程等の確認

３．事務局紹介
４．理事者執務必携の説明

【各担当部報告】
１．各部会よりの文書報告の確認

〈総務部会〉
１．保団連全国事務局長会議（５月23日）状況
２．新規開業未入会会員訪問（５月27日）状況

〈経営部会〉
１．年金普及会員訪問状況
２．新しく医療機関に勤められた新入職員のため

の研修会（５月26日）状況
３・新規開業予定者のための講習会（５月28日）

状況
４．保団連経税担当事務局小委員会（６月４日）

状況
５．保団連経税部会（６月５日）状況

〈医療安全対策部会〉
１．医療機関側との懇談（５月31日）状況

〈政策部会〉
１．今週の医療情報（週刊「医療情報」参照）
２．医療制度検討委員会（５月19日）状況
３．介護保険法改正法案に対する政府・国会議員

要請（５月24日、25日）状況
４．出版編集会議（５月26日）状況

〈保険部会〉
１．全国版『公費負担医療等の手引』編集作業
（５月24日～26日）状況

【確認・承認事項】
〈総務部会〉
１．５月度会員増減状況の件
２．会員入退会及び異動に関する承認の件

〈政策部会〉
１．保団連10～11年度第16回理事会（５月22日）
状況確認の件

２．保団連近畿ブロック公害担当者会議「視察会」
（５月29日）状況確認の件

【開催・出席確認事項】
〈総務部会〉
１．６月中の会合等諸行事及び出席者確認の件
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２．各部会開催の件
３．第41回保団連夏季セミナーへの出席の件

〈経営部会〉
１．年金普及会員訪問の件

〈医療安全対策部会〉
１．医療機関側との懇談の件

〈政策部会〉
１．「福祉国家と基本法研究会」幹事会出席の件
２．第17回保団連理事会出席の件
３．10～11年度第２回保団連代議員会出席の件

　　《以上、１２件の議事について確認》
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7月の相談室
担当＝竹内建築士７月１３日（水）午後２時～医院・住宅

新（改）築
担当＝三井生命のＦＣ
　　　（ファイナンシャルコンサルタント）７月２１日（木）午後１時～ファイナンシャル
担当＝江頭弁護士７月２１日（木）午後２時～法 律
担当＝河原社会保険労務士７月２１日（木）午後２時～雇 用 管 理
担当＝外村公認会計士７月２７日（水）午後２時～経 営

開催日の３日前までに協会事務局へお申込み下さい。３０分間無料です。

７月のレセプト受取・締切
12日㈫労

災
10日㈰9日㈯8日㈮基金

国保 ◎◎○○

※○は受付日、◎は締切日。
　受付時間は午前９時～午後５時（基金は午後５時
３０分）です。
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講師プロフィール　１９４７年山口県下関市生まれ。１９６９年京都大学法学部中退、外務省入省。１９７２年米国オハイオ州
オバリン大学政治学士取得。１９８８年内閣安全保障室審議官。１９９０年在マレーシア日本国大使館公使。１９９３年在豪州
日本国大使館公使。１９９６年在カナダ日本国大使館公使。１９９７年在米国ミシガン州デトロイト日本国総領事。２００１年
在レバノン国特命全権大使。２００３年８月イラク戦争に反対し事実上の解雇処分を受け外務省を離れる。その後自由
な立場から言論活動を続ける。著書「さらば外務省！――私は小泉首相と売国官僚を許さない」（講談社）ほか多数。

　チュニジア、エジプトの革命をきっかけに中東の民主化が起きよ
うとしていた時、日本を大震災と原発事故が襲った。この二つはま
ったく無関係のように見えるが、そこに歴史の共通性が見て取れる。
その鍵は米国からの自立である。
　中東は米国の支援を受けた独裁政権が国民を苦しめてきた。中東
の民主化は不可能と誰もが思っていた中で、インターネットで結ば
れた民衆が不可能を可能にした。翻って日本はどうか。政権交代し
た後も、米国と官僚によるこの国の支配構造が変わらなかった。格
差が広がり、勝ち組が生き残る中で多くの国民は切り捨てられる社
会となった。出口が見えない中で大震災と原発事故が起きた。そし
て国民が目覚めつつある。

講　演　要　旨

第64回定期総第64回 定期総会会
（第181回定時代議員会合併）

7月31日（日）午後 1 時～
ホテルグランヴィア京都 （JR京都駅中央口）
Ⅰ 第64回定期総会（第181回定時代議員会合併）（13：00～）
①2010年度活動報告並びに決算報告
②2011年度活動方針 （案） 並びに予算 （案） 承認

Ⅲ 懇親会（音楽演奏・福引き）（17：00～19：00）
（会員：1,000円、家族・従事者：3,000円）

Ⅱ 講　演「絶望と希望－民主化革命前夜の中東と
　　　　　 日本を重ね合わせる」（15：15～）
講師：天木 直人 氏（元駐レバノン特命全権大使、作家）

※参加申込は、返信用ハガキ
で 7 月16日 （土） 迄にご返
送下さい。
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